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１．京都大学 
 

 

 

 

 

 

 

（説明者） 

京都大学法学研究科長・法学部長 潮見 佳男 教授 
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第７７回法科大学院特別委員会                     平成２８年１１月３０日 
 

京都大学 

 
                          京都大学法学部長 潮見 佳男 
 
Ⅰ 進路の多様性を踏まえた法学部における法学教育の現状について 

 
１．法学部における教育カリキュラム体系 

 
 
 
       
        
 
 
 
 
 
２～4 
年次 
専門 
 
 
  

1 年次 
専門 

 
２．法学部学生の能力・質の低下とそれへの対処 

 
（１）法学部における適切な法学（・政治学）教育にとって必要な基礎学力の強化 

 

  
 
 
 
 
 ・ 
   
（２）高校教育自体に内在する問題 

   
 教養・全学共通教育での対応  e.g. 英語科目、教養科目の再編 
 1 年次法学部基礎演習（前期・後期各単位） 少人数ゼミ形式  

英語

での 

専門

科目 

法曹への関心を高めるための科目（実務家による講義。2 科目・2-3 年次） 法学政治学英語

（2 年次） 

民刑事法 
関連科目 

法学入門 
政治学入門 

全学共通科目 
（教養教育） 

法学部基礎演習 
（少人数ゼミ） 

実務関連科目（企業等による寄附講義。8 科目程度・3-4 年次） 

経済系科目 

LS・法曹 
約 25% 

研究者 
約 10% 

公務員 
約 10% 

民間企業 etc. 
約 50％ 

公法 
関連科目 

自らの考えを表現し、コミュニケーションをとる能力 

研究者養成

コース（院） 

法科大学院 
先端法務 

コース（院） 

基礎法 
関連科目 

政治学 
関連科目 

演習（3 年次・4 年次） 

質の高い長文を読解する

能力 
論理的に優れた文章を書く

能力 
資料・情報を収集し、調査・

分析する能力 

外国文

献講読 

（英・

独・仏） 
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Ⅱ 法曹志望者に対する法学部教育の現状について 

 
１．法曹志望の学生の減少傾向 

 
（１）京都大学法科大学院合格者に占める京都大学出身者数の減少 

 
（２）京都大学法学部生自体の法曹志望・法科大学院進学者の減少傾向 

 
［京都大学法学部生アンケート］ 
・1 回生アンケート（「将来の進路」） 1 学年定員 330 名。 うち、162 名回答 

法曹志望 71 名（43.8％） 
・２回生以上アンケート（「法曹志望者」） 率は、回答者に占める割合 定員は 330 名 

2 回生 66 名（30.1％） 
3 回生 81 名（29.9％） 
４回生 61 名（44.2％） 

 
［原因］ 

 法曹の現状（とりわけ、弁護士）に対するネガティブな情報の氾濫 
 法学部を志願する高校生層の減少 理系と文系；文系の中での法学部、高校生保護者の意識 
 就職状況の改善（とりわけ、大手企業） 
 法曹の仕事に対する学部学生の情報不足 

 
２．法曹関連授業科目の受講者数の減少  

 
 訴訟法科目につき、顕著（定期試験受験者の減少） 
 民法、商法、刑法等も減少（とりわけ、3・4 年次配当科目） 

     Cf. 学部キャップ制導入の影響？ 
 
３．法学部教育における対応――１・２年次からの教育指導・進路情報提供（動機づけ） 

 
 1・2 年次履修指導時における法科大学院制度の説明 
 法科大学院説明会（3 年次飛び入学を含む。） 
 京都大学法科大学院入試説明会 
 法学部同窓会（有信会）と連携しての企画 

   ・学生向け学術講演会・・・裁判官、検察官、弁護士によるもの 
   ・ＯＢ・学生交流会 

 法曹への関心を高めるための授業科目（2 回生以上配当・２単位）――28 年度より 
   ・前期 「現代社会と裁判」 

裁判官出身教授（元大阪高裁長官、元大阪地裁所長・元広島高裁長官）によるオムニバス講義。 
80 名程度が履修 

   ・後期 「現代社会と弁護士」 
     弁護士法人大江橋法律事務所による寄附講義（オムニバス）。200 名程度履修中 
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   ・教養・全学共通科目へ、実務家による科目を提供 
   ・「法学部基礎演習」を利用しての法曹への意識喚起 
 
Ⅲ 法学部と法科大学院の接続の現状と今後について 

 
１．既修者――予備試験による法科大学院教育への浸食と、法学部レベルでの対応 

 
 法科大学院在籍中の退学者の増加 
 ２回生以上アンケート（「法曹志望者」） 率は、回答者に占める割合。 定員は 330 名 

   司法試験予備試験をこれまで受験したか、または受験する予定の者 
2 回生 24 名（11.0％） 
3 回生 42 名（15.5％） 
４回生 51 名（37.0％） 

 「東からの風」 
               ↓ 

◆ 〔京都大学〕法科大学院での法曹養成教育の魅力の、法学部における発信 
◆ 3 年飛び入学の奨励・志願者増に向けた対策（情報提供等）  cf. 3 年次卒業制度 

               ↑ 
［以下は、個人の意見によるものである］ 
◆ 個別の大学における、法学部での専門教育充実のジレンマ  
◆ 全国レベルでの、各大学における法学部での専門教育の達成度 
◆ 法曹養成制度・司法試験制度改革の当初の理念（プロセス指向、理論実務連携教育 etc.）を活

かすためには、教育カリキュラム・内容面での法学部・法科大学院の連携（一体性）を検討する必

要はないか。 
  ・法学部における理論実務連携教育の枠組みの定着 
  ・法学部・教養教育における外国語教育の充実 
  ・学部で修得した専門的知見＋法的思考・展開力の上に立つ法科大学院教育 
   （〔（教養教育）＋法学部＋法科大学院〕という枠組みで捉えたプロセスとしての法曹養成教育） 
 【例】 

〔法学部成績優秀者の 3 年卒業・飛び入学〕＋〔2 年の法科大学院教育〕のルート and 
  〔4 年の標準修業年限での法学部卒業生〕＋〔2 年の法科大学院教育〕のルート 

 
２．未修者――〔双方向・多方向型の〕1年次教育の限界 

 
 法的な思考とは何か、ルールとは何か、制度・概念・条文を大事にすることにどのような意味が

あるか、法的な文書の書き方とはどのようなものか等を理解させるうえで好ましい授業（内容・

方法）とは何か。 
 講義方式（教科書・判例等の読み方指導を含む。）、文書作成指導の有用性 
 コアカリキュラム・モデル案の活用？ 
 学部での法律科目の活用？ 
 全国の法科大学院をみたときの、研究者教員の能力？ 
 高いレベルでの未修者教育の成功例を共有していく必要 
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３．研究者養成――法曹志願者数の低下⇒法律系の研究者が枯渇する事態！ 

 

（１）法科大学院生に対する取組み 

 
 法学研究の関心を喚起し、法学研究へ架橋するための授業科目の提供（理論演習科目、リサーチ・

ペーパー） 
 博士後期課程への進学を容易にする経済的支援の提供：「特定研究学生」 
 研究者養成制度に関する情報の提供 

 
（２）博士後期課程に進学した者に対する取組み 

 
 比較法研究を支援するための導入的な授業科目の提供（外国法概論、外国法基礎文献読解） 
 外国語による教育機会の提供（外国人教員による外国語による授業科目 etc.） 

 
◆ 理論と実務に精通した法学研究者を養成するためには、法科大学院生を博士後期課程へと進学させ

るルートを充実させることが望ましい。…法科大学院と法学研究科研究者養成コースとの連携 
◆ 京都大学法学研究科としての取組みは目に見える成果を挙げているものの、今後もこの成果が継続

するには、とりわけ、経済的支援面での更なる充実が必要である。 
◆ 国レベルにおいても、法学・政治学の研究レベルを質量ともに発展・向上させていくことが国・地

方・企業にとって必要であり、また、日本の国力・国際的競争力の強化につながることを意識していた

だき、優れた能力を有する研究者の養成に積極的に取り組んでいる研究科が実施し、恒常的な成果を挙

げている研究者養成に対して、積極的・継続的な支援をお願いしたい。 
 



 

 

 

 

 

 

 

２．広島大学 

 

 

 

 

 

 

 

（説明者） 

広島大学法学部長 三井 正信 教授 

 





第７７回法科大学院特別委員会  報告資料       平成２８年１１月３０日（水） 

「法科大学院設立以降における広島大学法学部の対応」  三井正信（広島大学法学部長） 

 

■ 進路の多様性を踏まえた法学部における法学教育の現状について 

 当法学部は、法科大学院進学者のみならず、公務員、民間企業、研究者（大学院進学）、税理

士・司法書士等の資格所得など多様な進路の学生を抱えています。したがって、これらの多様性

を踏まえつつ、どの道へ進もうともきちんと対処できる社会科学的「基礎」と「素養」をコンパ

クトに学生に身につけさせることを目的として、法学、政治学、国際関係論、社会学の科目をバ

ランスよく配置しており、学生がニーズに応じて科目を選択できるように配慮しています（広島

大学法学部では他大学の法学部にはみられない社会学系の授業も体系的に開講されている点が

特徴となっています）。そのなかでも、公務員志望や法科大学院進学希望も多くみられるため、

法律学科目は１年時前期より選択できるようにしており、１年時からきちんと積み上げれば公務

員試験や法科大学院既修者試験（場合によっては、司法試験予備試験）に十分対処できるカリキ

ュラム編成をとっております。 

 

■ 法曹志望者に対する法学部教育の現状について 

 法曹志望者には学部レベルで相当なレベルが身につく法律学の授業を提供しています。また、

公務員や法科大学院進学を希望する学生を対象とする論文指導の授業、法科大学院教員による法

学入門（法学基礎）や実定法科目の実務的視点も含めた入門授業、弁護士による実社会と法を架

橋する授業なども開講しています。そして、国家試験等対策委員会が公務員試験のみならず法曹

界への指導を行うとともに、私自身が弁護士登録をしており、若干ながらもその経験を踏まえた

内容を加味し授業を行っていますし、法科大学院進学等法曹志望の学生にはきめ細かな相談に乗

ったりしています。 

 

■ 上記を踏まえた法学部と法科大学院の接続の現状と今後について 

 上述の通り、一定の法曹や法科大学院進学や法実務を見据えた授業を開講していますが、今後

ますます法科大学院との連携を図っていく必要があると感じています。教員定員が減っていくな

か、法学部と法科大学院の教員とが授業等で相互交流を行い、これまで以上にお互いを支え合っ

て行くことが考えられます（なお、これまでも法学部からは法科大学院に対し、少年法、政治学、

社会学等の授業を提供してきましたし、法科大学院の教員が学部の法学入門（法学基礎）、民法、

刑法、刑事訴訟法、倒産処理論（倒産法）などの授業を行ってきたという実績があります）。た

だ、広島大学の場合、法学部と法科大学院が場所的に４０キロほど離れており、物理的になかな

か連携しにくいという事情があることも事実です。 

 

                                        以上 

 





 

 

 

 

 

 

 

３．慶應義塾大学 

 

 

 

 

 

 

 

（説明者） 

慶應義塾大学法学部・法学研究科 君嶋 祐子 教授 
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第 77回法科大学院特別委員会             2016年 11月 30日 

 

慶應義塾大学 法学部における教育と法科大学院との連携 

 

慶應義塾大学法学部・法学研究科 

教授 君嶋 祐子 

 

Ⅰ．進路の多様性を踏まえた法学部における法学教育の現状について 

 

１．カリキュラムの概要 

法学部法律学科では 2006年度まで、専門科目につき「系列科目」制を採用しており、分

野別にバランスよく修得することを卒業要件としてきたが、2007 年度のカリキュラム改訂

により、専門科目を「導入・基幹・展開」の 3段階に分けるにとどめ、履修の自由度を高め

て、学生の多様な進路に応じた重点的な履修なども可能としてきた。 

現在検討中の事項としては、①希望進路に応じた計画的な履修の一助とするため、「進路

別履修モデル」を提示する、②法曹志望者のための科目、実務的ニーズの高い先端科目等、

さらに進路適合的な科目を設置する等がある。 

 

慶應義塾大学法学部 HPより http://www.law.keio.ac.jp/jurisprudential/ 
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２．当大学法学部教育の特徴 

（１）演習、研究会（ゼミ）の重視 

 当大学法学部教育の全般的な特徴としては、カリキュラムにおいて、専門科目、教養科目

とも、多様な演習科目、研究会（ゼミ）を用意し、学生の希望進路や興味に応じた履修を可

能としていることが掲げられる。 

 特に、大学 3・4 年次において履修が可能な専門科目のゼミは、2 年間連続で履修するこ

とを原則としており、ゼミで研究する専門分野に関連した科目を重点的に履修するなど、多

くの学生にとって大学生活後半の中心となる。 

演習科目やゼミの効用は、その分野の専門教員や他の学生との討論や共同研究を通じて、

教員からの知識伝授にとどまらず、情報を自ら調査し取捨選択して読みこなす能力、柔軟な

思考とチームでの共同作業を通じて解答のない問題を解決する能力を育成する点にあろう。 

（２）国際化への対応 

 専門科目として大学1・2年次から法律外国語演習およびLegal Writing and Presentation 

Iを設け、また、大学 3・4年次には、さらに多様な国・地域の外国法、外国法演習、Legal 

Writing and Presentation IIを用意している。この中には、外国人専門教員が担当するも

のもある。 

外国語科目については、大学 1・2年次の必修科目において、インテンシブコースの選択

を可能とし、また、大学 3・4年次から、専門分野や将来の進路に合わせて、さらに新しく

外国語科目を履修することも可能としている。 

 

３．法学部卒業生の進路 

＜過去 3年間の法学部卒業生の進路先について＞ 

年度 一般企業 公務員 その他 大学院進学（他大学含む） 卒業者数 

2015 卒 863 62 66 119 1197 

2014 卒 869 66 86 134 1245 

2013 卒 827 67 77 144 1200 

（学生からの自己申告によるため、上記各進路先数の総和は、卒業者総数に足りない） 

 

＜法学部卒業生のうち、慶應義塾大学法務研究科・法学研究科への進学者数について＞ 

年度  法務研究科(LS)    法学研究科 

2016   47[166]      21[60]    

2015   55[204]      24[61] 

2014   54[199]      22[63] 

(カッコ内は全入学者数) 
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＜法務研究科入学者のうち、慶應義塾大学法学部からの進学者数について＞ 

既修者コース 

 全体入学者 慶應法学部出身 

入学者 

既修入学者中、慶應法

学部出身の割合 

2016 130 36 27.69% 

2015 159 38 23.90% 

2014 159 41 25.79% 

未修者コース 

 全体入学者 慶應法学部出身 

入学者 

未修入学者中、慶應法

学部出身の割合 

2016 36 11 30.56% 

2015 45 17 37.78% 

2014 40 13 32.50% 

 

 

Ⅱ．法曹志望者に対する法学部教育の現状について 

 

１．授業科目および担当に関する取組み 

法学部法律学科においては、法科大学院設置以前より法曹実務家教員による法律学専門

科目の演習を開講し、実務家の視点からの法学教育に力を入れてきた。 

大学 1・2 年次から、実務家教員による法学演習の履修が可能である。さらに、大学 3・

4年次に履修可能な各専門分野の演習科目において、実務家教員が担当するものも多い。 

法科大学院設置後も実務家教員による演習科目の充実を図る一方、法務研究科専任教員

による授業担当などを通して、法曹志望者に対する専門教育につき、連携を進めている。な

お、学部教育における連携の延長として、大学院法学研究科・後期博士課程における論文指

導につき、学生の希望により法務研究科専任教員も担当することを可能とするとともに、法

務研究科におけるリサーチペーパーの作成指導を法学部専任教員が担当することを可能と

している。 

 

２．早期卒業制度の導入 

 2015 年度入学者より、法科大学院進学者を対象とする早期卒業制度を導入した。学業成

績が優秀であり、かつ法科大学院進学を志望する者において、3年次までに卒業単位を修得

し、学部が定める成績基準を超える者については、学部在籍 3 年間で卒業することを認め

ることとした。具体的な要件について補足すると、①2年次終了時における希望申請および、

学業成績が所属学年において上位 20%以内であること、②上記①に加えて、3年次終了時に

おける早期卒業申請および、学業成績が所属学年において上位 15%以内であることが、早



4 

 

期卒業の条件である。 

 早期卒業制度の導入にともない、法科大学院進学志望者のために、2017 年度より法学演

習（憲法・民法・刑法）を充実させることとした（もっとも、制度的に履修資格を法曹志望

者に限定するわけではない）。とくに民法については、法曹実務家教員（前期担当・民事法

基礎）と研究者教員（後期担当・民法）の双方が担当することによって指導の連携を図る予

定である。 

 

Ⅲ．上記を踏まえた法学部と法科大学院の接続の現状と今後について 

 

１．法務研究科設置科目の履修の検討 

 法務研究科においては、未修者コース設置の入学予定者（社会人）を対象として、入学準

備期間において「未修チャレンジコース」として民法・刑法の基礎教育科目を開講して入学

後における効果的な学習支援に従事している（2015 年度より）。2017 年度から、当大学の

法学部以外の 4 年生が自由科目として履修することを認め、法科大学院進学後に単位認定

を行う。 

 

慶應義塾大学法科大学院パンフレットより 

 

優秀で学習意欲が豊富な学生に法科大学院への進学を促すとともに、法曹教育における

学部教育と法科大学院教育の連携を図ることを目的として、このような措置を法学部にお

いても行うかどうかを検討中である。 

 

２．集中開講の導入 

 法学部法律学科は 2007年度よりセメスター制を導入しており、原則として各学期 1科目

2 単位制を採用しているが、集中開講による学習効果の向上を期して、①クォーター制・2

単位科目、②セメスター制・4単位科目の導入を検討中である。 
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３．法学部専門科目カリキュラムの再検討 

 法学部法律学科においては今後、法曹志望者のための法律学専門科目カリキュラム編成・

コース編成など、個別の科目設置にとどまらない制度の再検討に取り組むことが必要とな

ろう。 

 

４．法科大学院における外国法または外国語による専門科目の充実と、グローバル法務専

攻（LL.M）の開設 

国際社会で活躍できる法曹や企業法務担当者などを育成するため、法学部カリキュラム

における国際化対応に呼応して、法科大学院においても外国法または外国語による科目が

豊富に設置されている。また、2017年４月より、グローバル法務専攻（LL.M）コースを開

設予定である。 

以上 





 

 

 

 

 

 

 

４．同志社大学 

 

 

 

 

 

 

 

（説明者） 

同志社大学法学部・法学研究科 瀬領 真悟 教授 
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第77回法科大学院
特別委員会

同志社大学法学部の法学教育と

法科大学院（司法研究科）との連携

0

Ⅰ．進路の多様性を踏まえた法学部に
おける法学教育の現状について

Ⅱ．法曹志望者に対する法学部教育の
現状について

Ⅲ．法学部と法科大学院の接続の現状
と今後について

1

Ⅰ．進路の多様性を踏まえた法学部における
法学教育の現状について

今回の報告中特に取り上げる項目

1. 「企業法務プログラム」の構築と着実な継続・拡充

2. グローバル人材育成システムの構築
（「次世代リーダー養成プログラム」）

3. 大学院法学研究科との連携の重視

4. 法曹志望者向け教育及び再構成(➡Ⅱで）

2

（１）同志社大学法学部での法学教育の基本構造

幅広い教養を持つ

ジェネラリスト

優れた専門性を持つ

スペシャリスト

専門性を備えた
ジェネラリストの養成

スペシャリスト×ジェネラリスト

3

１ 企業法務育成プログラム

２ グローバル人材育成システム

３ 大学院法学研究科との連携

４ 法曹志望者向け(含・法科大学院進学者)教育システム・プログラム(➡Ⅱで）

以下略

５ 通常カリキュラム中の「専門性」(上記３にかかわるもの➡Ⅱで）

履修モデル：法曹・公務員・企業法務・基礎法学

６ 「法学」以外の専門性～副専攻（「経済学部」「商学部」
「国際教育インスティテュート」）

（２）スペシャリスト向け教育

4

企業法務プロフェッショナルの育成

リーガル・フィールドワーク

２０年以上の実績

→単なるインターンシップ

ではなく、

自分の研究テーマを

持って企業に行き、

「生きた法」を学ぶ

➡企業内での法律専門家

の道への足がかりに

１．企業法務プログラムの構築と着実な継続・拡充

5
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学部レベル

①ダブルディグリー・プログラム

アリゾナ大学ロースクールとの提携

②英語法律討論・国際大会出場を目指す特殊講義の設置・支援
＜主な参加大会＞

アジア太平洋国際人道法模擬裁判大会

インターナショナルネゴシエーションコンペティション

Vis Moot 模擬仲裁世界大会

２．グローバル人材育成システムの構築
－国際社会で活躍できる人材育成・独自の取り組み例（大学全体での留学制度を越えて）－

次世代リーダー養成プログラム

6

大学院法学研究科レベル

・グローバル科目（英語のみを使用した講義で世界の法・日本法を学ぶ）
･･･2016年度29科目（58単位）

・外国大学大学院とのダブル・ディグリープログラム
＜協定校＞
シェフィールド大学（イギリス）、チューリッヒ大学（スイス）
成均館大学（韓国）、中国人民大学（中国）、タマサート大学（タイ）

・海外インターンシップ･･･

ハーグ国際私法会議アジア太平洋事務所（HAPRO）

２．グローバル人材育成システムの構築
－国際社会で活躍できる人材育成・独自の取り組み例（大学全体での留学制度を越えて）－

次世代リーダー養成プログラム

7

３．大学院法学研究科との連携の重視

• 早期卒業・飛び級制度の積極的活用

• 学部演習と大学院演習担当者の連続性確保

• 大学院科目の学部への開放

• TA・SA制度の積極運用による学部生・大学院生

の相互交流

8

参考:２０１２-２０１６年度大学院法学研究科博士前期課程在籍者数

2016 2015 2014 2013 2012

１年次 ２年次 再修生 １年次 ２年次 再修生 １年次 ２年次 再修生 １年次 ２年次 再修生 １年次 ２年次 再修生

政治学専攻 13 5 0 6 6 2 6 10 7 11 7 2 7 4 7

私法学専攻 23 36 1 36 25 6 27 51 3 52 44 3 47 31 8

公法学専攻 10 11 4 13 24 8 29 26 5 27 17 3 17 27 5

小計 46 52 5 55 55 16 62 87 15 90 68 8 71 62 20

合計 103 126 164 166 153

9

＜履修モデル＞

法曹モデルの提示

＜正課科目＞

司法特講

特殊講義 －答案作成ゼミナ－ル－

＜課外講座＞

法職講座 － 例：ランチョン・セミナー

Ⅱ．法曹志望者に対する法学部教育の現状について

10

• 目 的･･･

法科大学院進学を目指す学生にとって履修が望ましい科目を提示

• 形態・内容･･･通常科目の履修に関して、次のことを提示

①展開科目については、7法(司法試験必須科目)にかかわる

講義科目を提示し、順次履修を勧める。

②司法試験選択科目にかかわる講義科目を提示し、選択履修を

勧める。

③刑事司法・民事司法科目群を提示する。

④モデル中の科目選択・履修は任意であり、卒業要件でもない。

＜履修モデル＞
法曹モデルの提示

11
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• 目 的･･･

法曹進路選択希望者を念頭に、具体的事例を用いた
問題分析能力、法的思考・表現能力の修得を到達目標

• 形 態･･･

公法・私法・刑事法の3コース・春秋各2単位開設

• 担当者･･･

法科大学院教員・実務家

＜正課科目＞
司法特講

12

• 目 的･･･

①事例問題の検討方法や答案作成方法の学習

②法科大学院進学後の学習の土台作り

• 形 態･･･

1クラス・春秋各2単位開設

• 担当者･･･

法科大学院教員・実務家

＜正課科目＞
特殊講義 －答案作成ゼミナール－

13

• 目的・・・

全ての法学部学生を対象に、法律関係資格(含む法曹）・
公務員・企業法務など進路において法律的色彩を持つもの
全般についての誘い、法学部での学習支援。

• 形 態･･･

ランチタイム30分・月1回から2回程度開催

• 担当者･･･
法学部・法科大学院の専任教員が共同で運営し、
関連する分野のゲストスピーカーを招聘

• 具体的活動例・・・

入学式後の新入生向け法曹ガイダンス
司法試験合格者体験談

＜課外講座＞
法職講座の取組 － 例：ランチョン・セミナー

14

Ⅲ．法学部と法科大学院の接続の現状と今後に
ついて

ｰ多様な進路展開を見据えた法学教育と
法曹志望者向け教育の現状を踏まえてｰ

15

法学部と法科大学院の接続の現状
－教員・学生相互乗り入れ・接続制度の展開－

教員

法学部教員 法科大学院教員

法学部科目 法科大学院科目

学生に対する
教育効果

16

法学部と法科大学院の接続の現状
－教員・学生相互乗り入れ・接続制度の展開－

学生

・飛び級・早期卒業制度による制度的接続

・多様な進路選択

17
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法学部と法科大学院の接続の現状
－教員・学生相互乗り入れ・接続制度の展開－

学生 飛び級・早期卒業制度による制度的接続

• 法科大学院への進学は、一定条件を満たせば３年次修了時から可
能

• 飛び級（３年次修了時点で１１２単位以上取得）
→ただし、学部は中退

• 早期卒業（２年次修了時８０単位以上・ＧＰＡ２．８以上で早期卒業
希望登録可能。３年次修了時１２８単位以上（卒業必要単位）・ＧＰＡ
３．０以上）

• 法学部専任教員(1名)が、早期卒業希望者の指導教員となり重点
的に指導を行う制度を採用

18

多様な進路選択

法学部

大学院法学研究科
（前期課程）

法科大学院
（司法研究科）

研究者 法 曹

大学院法学研究科
（後期課程）

司法研究科特別入試

19

学生

法学部と法科大学院の接続の現状
－教員・学生相互乗り入れ・接続制度の展開－

法学部と法科大学院の接続の現状
－教員・学生相互乗り入れ・接続制度の展開－

法学部・司法研究科連携検討委員会の設置

接続のための組織的補完

20

法科大学院教員による法学部生保護者への働きかけ

法学部主催父母懇談会への参加・・・
本年度：京都・東京・名古屋・福岡会場

法学部と法科大学院の接続の今後について

法科大学院教員による法学部生の教育・指導～段階的教育・指導の導入～

①「特殊講義 －答案作成ゼミナール－ 」の見直し

②法科大学院未修者コース科目の圧縮版科目の開講

(1)法学部生の法科大学院進学・法曹選択の動機付けを行う。

(2)通常講義での学習に並行して、法科大学院での学習準備・
円滑化に資する教育を行う。

21



 

 

 

 

 

 

 

５．創価大学 

 

 

 

 

 

 

 

（説明者） 

創価大学法務研究科長 加賀 譲治 教授 

 





 

第 8 期中央教育審議会 第 77 回法科大学院特別委員会資料    平成 28 年 11 月 30 日 
 

創価大学における法学部・法科大学院の有機的連携 
 

創価大学 法務研究科長 
加賀 譲治 

 
1 創価大学法科大学院・法学部の概要 
（1）法科大学院の概要  
○平成 16 年（2004 年）に設置、現在 13 年目。 
○入学定員は当初 50 名で開始したが、平成 22 年に 35 名、同 26 年より 30 名、同 28

年より 28 名。在学生数は当初 40～60 名、平成 21 年より 30～40 名、平成 24 年よ

り 20 数名と漸次減少したが、定員充足率は 85%以上を確保している。※資料Ⅰ-1 
○専任教員数は、現在 15 名。※資料Ⅰ-1 
○年度毎の司法試験合格者数は最大 22 名、平成 28 年は 13 名、合格率では平均 21.3%。

「健闘している小規模法科大学院」と自負している。※資料Ⅰ-1 
○なお、小規模であることのメリットを生かし、修了者等の進路についても鋭意把握に

努めている。※資料Ⅰ-2 
 
（2）法学部における進路の状況と対策  
○昭和 46 年（1971 年）創価大学開学時に法学部を設置。旧司法試験には、第 1 期生

以降、毎年合格者を輩出してきた。開学当初の入学定員は 200 名、昭和 61 年から

300 名としたが、平成 25 年に 250 名に変更した。※資料Ⅱ-1 
○法科大学院の設置前より、法学部における多様な教育を鋭意検討した。法科大学院

における法律教育の専門性に鑑み、法学部では多様性を重視することにした結果、

法学部では下記のようなコース制を考案した。 
○平成 19 年より進路に応じた 3 コース制（リーガルプロフェッションコース、ビジ

ネス法務コース、平和・公共政策コース）を採用したが、平成 26 年新カリキュラ

ムよりさらに徹底した 4 つのキャリア・コース制とした（リーガルプロフェッショ

ンコース、ビジネス法務コース、公共政策・行政コース、国際平和・外交コース）。

※法学部パンフレット 
○新カリキュラムでは、「『法的思考力』『論理的思考力』を身につけてキャリア形成

する」という考え方に基づき、法学部の学びとキャリアとを結ぶことを強く意識し

て、学部教育を行なっている。※法学部パンフレット 
○その結果、企業就職は国内優良企業・外資系企業に内定する者も多く、また毎年国
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家公務員および地方公務員にも多く採用されている。加えて、税理士や公認会計士

の資格を取得する者もいる。さらに、外務省専門職にもここ 3 年間毎年 2 名ずつ合

格している。※法学部パンフレット 
○リーガルプロフェッションコースの人数は、1 学年の 16～18%の 40～50 名である。

その中で、ここ最近の法曹志望者は毎年約 30 名程度である。平成 16 年の法科大

学院開設以来、他大学の法科大学院に進学する者も多少はいるが、法曹志望者の約

8～9 割の法学部生がそのまま本学の法科大学院に進学している。学生の母校愛を

高く評価すると共に、法学部教員の教育情熱に感謝したい。※資料Ⅱ-2 
 

2 法学部における法曹志望者に対する教育 
（1）自校一貫教育の意義と必要性 
 ①法的思考力の涵養には最低 5～6 年は必要 
 諸外国と比べてわが国は司法試験に到達する年数が長いという指摘があるが、本学法

学部・法科大学院の教員間の共通認識としては、現行司法試験の難度に鑑み、また十分

な法曹マインドとスキルの涵養のためには、最低 5～6 年はかかると考えている。専門

用語を定着させ、法的三段論法を駆使するという「法的思考力」のレベルに到達するに

は、このような年数は必要であろう。法学部を 3 年で早期卒業し法科大学院既修コース

2 年で 5 年間、あるいは法学部を 4 年で卒業し法科大学院既修コース 2 年で 6 年間（ま

たは法学部を 3 年で早期卒業し法科大学院未修コース 3 年で 6 年間）という修業年数

となる。 
 なお、本学では予備試験はまったく推奨していない。予備試験を受けるか否かは、学

生の自由に任せている。本学では、あくまでも法科大学院を「法曹教育に必要不可欠な

機関」として位置づけて、それへの進学を推奨している。 
②自校における法曹教育の有機的連携必要性 

 法曹を養成するのに、建学の精神または理念を同じくする法学部と法科大学院を通じ

て学ぶことは重要であろう。創価大学は、幸いにして法学部生が自校の法科大学院に進

学する者が多い。それもひとえに本学法科大学院が司法試験合格の実績を示してきたこ

とに起因する。当然のことであるが、法科大学院法曹教育そして司法試験合格実績がそ

のまま志願者数の多寡に直結するので、より良い法科大学院教育を追求していく努力が

欠かせない。 
全国的に見ても、法科大学院開設時の平成 16 年と平成 28 年の志願者中、非法学部

入学者の占める割合は、2 割以下に減少し、その結果、法学部出身の入学者の割合が 86％
まで上昇している。法科大学院に入ってくる者の多くは、法学部出身者という実情であ

る。 
なお、本学において、法曹教育の有機的連携をするに当たって、法科大学院の入学者

選抜に際して、公平性・透明性・公開性を図ることにしたのは言うまでもない。 
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（2）GLP の設置 
 ○本学法学部では、平成 26 年新カリキュラムにおいて、Global Lawyers Program

（通称 GLP）を設置した。GLP の目的は、法科大学院既修コースまたは早期卒業

を目標に、国際力・実践力・人間力を養うことにある。平成 26 年度生は 20 名、

同 27 年度生は 26 名、同 28 年度生は 29 名である。法学部専任教員 21 名の中の 6
名の担当に加え、本学法科大学院修了生の弁護士を各学年に 3 名ずつチューター

として配置している。※GLP パンフレット、資料Ⅱ-3 
○本学には出身法曹から成る「創価大学法曹会」が組織化されていて、当会による「法

曹会奨学金」が設定されているが、GLP 生中、毎年最大 10 名に学費半額相当のス

カラシップが与えられている。※GLP パンフレット、資料Ⅱ-3 
 ○GLP は、「英語力」「論理的思考力」「文章力」をつけるカリキュラムとなっている。

GLP には、1 年次に GLP English、GLP ゼミ、GLP チュートリアル、2 年次に

GLP 発展ゼミ、専門演習、GLP チュートリアル、法務演習、3・4 年次に専門演習、

GLP チュートリアル、法務演習が設定されている。※GLP パンフレット 
（3）本学における法学部・法科大学院の接続教育 
 ○GLP における実務家による教育の関与は、GLP チュートリアルのほか、2 年次後

期から始まる「法務演習」にあり、この科目群こそが法学部と法科大学院とを接続

する重要な存在である。※GLP パンフレット、資料Ⅱ-4 
○公法法務演習Ⅰ（憲法）、刑事法務演習Ⅰ（刑法）、刑事法務演習Ⅱ（刑事訴訟法）、

民事法務演習Ⅰ（民法基礎）、民事法務演習Ⅱ（民法展開）、公法法務演習Ⅱ（行政

法）、民事法務演習Ⅲ（企業法）、民事法務演習Ⅳ（民事訴訟法）が設置されていて、

実務家が担当している。※資料Ⅱ-4 
 
3 法学部における今後の課題 
① 法曹志望者の減少傾向 

本学に限らないことであるが、法曹志望者数の減少傾向が続いている。本学では、

数年前までは入学者の3分の1の100名ほどが入学当初の法曹志望者であったが、

現在は、その 3 分の 1 という状況である。 
② 法曹の仕事に就職するまでの経済的問題 

法学部・法科大学院・浪人・司法研修所、就職。この長期間の経済的な課題は法

曹を志望する上での大きな壁であり、さらに奨学金返済の苦労が伴う。 
③ 安定しない傾向の法曹志望 

本学 GLP は入学段階で選考（春選考）を行っている。1 年次には、もう一度秋選

考のチャンスも設けているが、原則として法学部入学段階からのプログラムであ

る。ゆえに、どうしても学生の中で進路変更があり、途中の出入りが出てしまう

傾向がある。 
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修了者数 378 中退者数 50

司法試験受験者数 365

司法試験合格者数 162 弁護士 2

司法修習生 1

裁判官 1 司法修習待ち 1

検察官 1 国税専門官 1

弁護士 118 特許庁商標審査官 1

法科大学院教員 1 入国管理局職員 1

国会議員 1 地方公務員 4

県会議員 1 家裁調査官 1

司法修習生 14 民間企業 2

司法修習待ち 13 医者 1

予備校講師 1 自営 1

国税専門官 1 不明 34

地方公務員 3

民間企業法務部 4

不明 3

司法試験不合格者数 203

未受験者数 13

司法試験挑戦中 50

司法書士 1

行政書士 1

地方公務員 15

国税専門官 2

裁判所事務官 10

家裁調査官 1

入国管理局職員 1

東京税関職員 1

民間企業 15

地方議員 2

法律事務所職員 5

高校教員 1

私立大学職員 1

医者 2

自営 2

その他 2

不明 104

（中退者の進路）

（合格者の進路）

（不合格者等の進路）

創価大学資料Ⅰ－2　　修了者・中退者の進路

5



学年 入学年度 男子 女子 合計

1年次 平成26年 163 118 281

2年次 平成25年 162 123 285

3年次 平成24年 195 125 320

4年次 平成23年以前 249 178 427

769 544 1,313

学年 入学年度 男子 女子 合計

1年次 平成27年 164 110 274

2年次 平成26年 160 119 279

3年次 平成25年 159 131 290

4年次 平成24年以前 260 167 427

743 527 1,270

学年 入学年度 男子 女子 合計

1年次 平成28年 163 97 260

2年次 平成27年 162 110 272

3年次 平成26年 159 127 286

4年次 平成25年以前 215 158 373

699 492 1,191

【法学部における入学定員】

開学昭和46年～昭和60年までは1学年入学定員200人

昭和61年～平成24年までは1学年入学定員300人

平成25年～1学年入学定員250人

創価大学資料Ⅱ－1【法学部学生数推移】

平成28年5月1日時点

平成27年5月1日時点

平成26年5月1日時点

合計人数

合計人数

合計人数
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年度
ビジネス法務
コース

リーガル・プロ
フェッション
コース

公共政策
・行政コース

国際平和
・外交コース

平和・公共政
策コース 総計 備考

平成19年 67 137 127 349

平成20年 87 114 136 358

平成21年 99 133 139 376

平成22年 108 81 158 352

平成23年 100 67 172 342

平成24年 102 61 158 323

平成25年 103 44 147 296

平成26年 103 53 88 40 5 291 4コース制開始

平成27年 93 46 87 47 7 284

平成28年 6 1 3 270 3年次編入生

総計 868 737 175 90 1,049 3,241

【リーガルプロフェッションコース 割合】

年度
リーガル・プロ
フェッション
コース

平成19年 39.3%

平成20年 31.8%

平成21年 35.4%

平成22年 23.0%

平成23年 19.6%

平成24年 18.9%

平成25年 14.9%

平成26年 18.2%

平成27年 16.2%

【リーガルプロフェッションコースにおける法科大学院進学数】

創価大学 他大学

平成22年 81 15 11 26 32.1%

平成23年 67 18 8 26 38.8%

平成24年 61 22 8 30 49.2%

創価大学資料Ⅱ－2【キャリア・コース制のコース別人数】

法科大学院進学
合計人数 法科大学院への進学率進路

リーガル・プロ
フェッション
コース
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（1）人数

男子 女子 計

1年生 19 10 29

2年生 18 8 26

3年生 10 10 20

4年生 - - 0 ※プログラム開始からまだ3年のため、0名

計 47 28 75

（2）選考試験データ

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成28年度 42 42 40 26 5 4

平成27年度 39 39 32 21 8 6

平成26年度 35 35 33 22 7 2

（3）法曹会奨学金受給者情報
男子 女子 計

1年生 5 5 10

2年生 6 1 7

3年生 3 4 7

4年生 - - 0 ※プログラム開始からまだ3年のため、0名

（4）GLP担当教員・チューター数
担当教員数 6人

チューター数 9人 各学年3名のチューターが担当

創価大学資料Ⅱ－3
法学部GLP（Global Lawyers Program）

春選考 秋選考

第１次選考
（書類）

第２次選考
（小論文・面接）

（書類・面接）
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コ
マ

履
修
者
数

コ
マ

履
修
者
数

コ
マ

履
修
者
数

コ
マ

履
修
者
数

コ
マ

履
修
者
数

コ
マ

履
修
者
数

コ
マ

履
修
者
数

コ
マ

履
修
者
数

公法法務演習Ⅰ（憲法） 1 30 2 38 1 16 1 20

刑事法務演習Ⅰ（刑法） 1 14 1 12 1 15 1 9

刑事法務演習Ⅱ（刑事訴訟法） 1 4 1 5 1 5 1 7

民事法務演習Ⅰ（民法基礎） 1 17 1 23 1 14 1 13

民事法務演習Ⅱ（民法展開） 1 18 1 16 1 10 1 20

公法法務演習Ⅱ（行政法） 1 7 1 7 1 6 1 6

民事法務演習Ⅲ（企業法） 1 12 1 18 15 16

民事法務演習Ⅳ（民事訴訟法） 1 11 1 14 1 15 14

創価大学資料Ⅱ－4　【法務演習の状況】

科目名

平成25年

後期 前期

平成28年

後期 前期

平成27年

後期 前期

平成26年

後期 前期
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▼
法
学
部
に
つ
い
て
も
っ
と
知
り
た
い
方
、
質
問
の
あ
る
方
は
、
下
記
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
丁
寧
に
お
答
え
し
ま
す
。

主
な

進
路

先
一

覧
 ※
過
去
5
年
の
実
績（
20
11
〜
20
15
年
度
実
績
）

◎
司
法
試
験

98
名
〈
累
計
合
格
者
30
4人
〉

◎
国
際
協
力
機
構（
JI
CA
）	

1名
◎
外
交
官
専
門
職
員
試
験

6名
	（
2年
連
続
2名
、
累
計
合
格
者
 5
8名
）

◎
公
認
会
計
士
試
験

2名
◎
国
家
公
務
員
試
験
・
総
合
職
	
3名
	（
最
終
合
格
）

◎
国
家
公
務
員
試
験
・
一
般
職
	
40
名

◎
国
家
公
務
員
試
験
・
専
門
職
	
32
名
	（
労
働
基
準
監
督
官
、
裁
判
所
事
務
官
、
国
税
専
門
官
、
法
務
省
専
門
職
）

◎
地
方
公
務
員
試
験

20
6名
	（
東
京
都
庁
18
名
、
東
京
特
別
区
54
名
、
道
府
県
庁
36
名
、
政
令
指
定
都
市
47
名
な
ど
）

◎
他
の
公
務
員
試
験
	

21
名
	（
県
警
察
本
部
、
消
防
庁
、
国
立
大
学
法
人
な
ど
）

◎
民
間
企
業（
主
な
就
職
先
）

●
金
　
　
融
：
�株
式
会
社
み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
、
株
式

会
社
三
井
住
友
銀
行
、
株
式
会
社
三
菱
東
京
U
FJ
銀

行
、
株
式
会
社
ゆ
う
ち
ょ
銀
行

●
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
：
�ア
ク
セ
ン
チ
ュ
ア
株
式
会
社
、
デ
ロ
イ
ト
・
ト
ー

マ
ツ
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
合
同
会
社
、
日
本
ア

イ
・
ビ
ー
・
エ
ム
株
式
会
社

●
証
　
　
券
：
�SM
BC
フ
レ
ン
ド
証
券
、
ゴ
ー
ル
ド
マ
ン
サ
ッ
ク
ス
証

券
株
式
会
社
、
野
村
證
券
株
式
会
社
、
三
菱
U
FJ
モ

ル
ガ
ン
・
ス
タ
ン
レ
ー
証
券

●
メ
ー
カ
ー
：
�ス
ズ
キ
株
式
会
社
、
高
砂
熱
学
工
業
株
式
会
社
、
株

式
会
社
東
芝
、
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
株
式
会
社
、
株
式
会
社

日
立
製
作
所
、
三
菱
重
工
業
株
式
会
社
、
U
Dト
ラ
ッ

ク
ス
株
式
会
社

●
商
　
　
社
：
シ
ナ
ネ
ン
株
式
会
社
、
三
菱
商
事
株
式
会
社

●
保
　
険
：
第
一
生
命
保
険
株
式
会
社
、
日
本
生
命
保
険
相
互
会
社
、
明
治
安
田
生
命
保
険
相
互
会
社

●
建
　
設
：
�清
水
建
設
株
式
会
社
、
住
友
不
動
産
販
売
株
式
会
社
、
積
水
ハ
ウ
ス
株
式
会
社
、
大
成
建
設
株
式
会
社
、
大
和
ハ
ウ
ス
工
業

株
式
会
社
、
株
式
会
社
竹
中
工
務
店
、
東
急
リ
バ
ブ
ル
株
式
会
社
、
戸
田
建
設
株
式
会
社
、
株
式
会
社
ヤ
マ
ダ
・
エ
ス
バ
イ
エ

ル
ホ
ー
ム

●
製
　
薬
：
大
塚
製
薬
株
式
会
社
、
塩
野
義
製
薬
株
式
会
社
、
鳥
居
薬
品
株
式
会
社
、
日
本
新
薬
株
式
会
社

●
サ
ー
ビ
ス
：
�A
N
A
エ
ア
ポ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社
、
株
式
会
社
エ
イ
チ
・
ア
イ
・
エ
ス
、
株
式
会
社
サ
ト
ー
、
株
式
会
社
JT
B
法
人
東
京
、

全
日
本
空
輸
株
式
会
社
、
西
日
本
鉄
道
株
式
会
社
、
株
式
会
社
光
通
信
、
株
式
会
社
星
野
リ
ゾ
ー
ト

主
な

大
学

院
進

学
先

一
覧

※
過
去
5年
の
実
績（
20
11
〜
20
15
年
度
実
績
）

●
コ
ロ
ン
ビ
ア
大
学
国
際
公
共
政
策
大
学
院

●
コ
ー
ネ
ル
大
学
大
学
院

●
モ
ン
ト
レ
ー
国
際
大
学
大
学
院

●
ブ
ラ
ッ
ド
フ
ォ
ー
ド
大
学
大
学
院

●
ブ
リ
ス
ト
ル
大
学
大
学
院

●
東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院

●
京
都
大
学
公
共
政
策
大
学
院

●
北
海
道
大
学
公
共
政
策
大
学
院

●
神
戸
大
学
公
共
政
策
大
学
院

●
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
シ
ス
テ
ム
デ
ザ
イ
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
究
科

●
創
価
大
学
大
学
院

●
創
価
大
学
法
科
大
学
院
　
等

関
連

資
格

･試
験

◎
司
法
試
験

◎
行
政
書
士
試
験

◎
司
法
書
士
試
験

◎
社
会
保
険
労
務
士
試
験

◎
外
交
官
試
験

◎
宅
地
建
物
取
引
士

◎
国
家
公
務
員

◎
社
会
教
育
主
事

◎
地
方
公
務
員

◎
公
認
会
計
士
試
験

◎
税
理
士
試
験

●
高
等
学
校
教
諭
Ⅰ
種
免
許
状「
地
理
歴
史
」「
公
民
」

●
中
学
校
教
諭
Ⅰ
種
免
許
状「
社
会
」　

キ
ャ

リ
ア

に
強

い
法

学
部

　
多

彩
な

進
路

で
夢

を
実

現

お
問
い
合
わ
せ
先

〒
19

2-
85

77
 東

京
都

八
王

子
市

丹
木

町
1-

23
6

TE
L.
04
2（
69
1）
94
76

（
法

学
部

事
務

室
）

E-
m
ai
l：
ho
ga
ku
bu
@
so
ka
.a
c.
jp
　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
：
ht
tp
://
ho
u.
so
ka
.a
c.
jp

G
lo

ba
l

   
   

  &
 C

ar
ee

r
「

グ
ロ

ー
バ

ル
」＆

「
キ

ャ
リ

ア
」主

義
へ

［
キ
ャ
リ
ア
に
強
い
4つ
の
コ
ー
ス
編
成
］

リ
ー
ガ
ル
・
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ン
コ
ー
ス

ビ
ジ
ネ
ス
法
務
コ
ー
ス

公
共
政
策
・
行
政
コ
ー
ス

国
際
平
和
・
外
交
コ
ー
ス

進
路
先

デ
ー
タ

建
 設
6.
0 ％

製
 造
11
.2 ％

運
輸
・
通
信

7.
8 ％

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス

18
.7 ％

公
務
員
8.
2 ％

卸
売
・
小
売

15
.3 ％

金
融
・
保
険

7.
8 ％

不
動
産

6.
3 ％

進
 学
13
.4 ％

教
育
支
援
1.
9 ％

そ
の
他
3.
4 ％

※
20
15
年
3月
実
績

10



PH
R

 Pe
ac

e 
&

 H
um

an
 R

ig
ht

s 
P

ro
gr

am

▶
バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学

2年
次
と
3年
次
に
バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学
に
留
学
し
、
法
学
部
ま

た
は
人
文
学
部
国
際
政
治
経
済
学
科
で
専
門
科
目
を
学
び
ま
す
。

1年
次
と
4年
次
は
本
学
で
学
び
、
4年
で
創
価
大
学
と
バ
ッ
キ
ン
ガ

ム
大
学
の
2つ
の
学
位
を
取
得
で
き
ま
す
。
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
で

は
、
2年
間
、
本
学
の
学
費
相
当
額
の
奨
学
金
が
給
付
さ
れ
ま
す
。

▶
バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学
総
合
教
養
学
科

1年
次
の
春
休
み
か
ら
2年
次
前
期
・
夏
休
み
を
利
用
し
て
、
バ

ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学
で
8ヶ
月
間
、
英
語
と
専
門
科
目
を
学
ぶ
留
学

制
度
で
す
。

▶
PH
R
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
研
修

春
休
み
の
2週
間
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
ア
ー
バ
イ
ン
校
で
、
英
語
と
平
和
・
人
権
に
つ
い
て
学
ぶ
法
学
部
の
短
期
研
修
で
す
。

研
修
修
了
者
に
単
位
が
認
定
さ
れ
ま
す
。

❶
毎
年
、
法
学
部
生
だ
け
10
名
留
学

法
学
部
独
自
の
留
学
制
度
な
の
で
、
法
学
部
生
だ
け
で
10
名
留
学
で
き
ま
す
。

❷
留
学
先
の
単
位
が
認
定
さ
れ
4年
で
卒
業

バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学
で
学
ん
だ
科
目
の
単
位
を
法
学
部
で
認
定
し
ま
す
の
で
、
4年
で
卒
業
で
き
ま
す
。

❸
10
名
全
員
に
奨
学
金

本
学
1年
分
の
学
費
相
当
額
を
奨
学
金
と
し
て
支
給
し
ま
す
。

ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
（
D
D）

長
期
留
学
制
度

短
期
海
外
研
修

法
学

部
の

４
つ

の
特

長

人
間
の
安
全
保
障

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

地
球
的
課
題
を〈
人
間
〉の
視
点
か
ら
学
ぶ

　
国
連
職
員
や
外
交
官
な
ど
、
国
際
舞
台
の
最
前
線
で
活
躍
す
る
ス
タ
ッ
フ
を
講
師

と
し
て
招
聘
。
理
論
と
実
務
の
つ
な
が
り
を
学
び
ま
す
。「
平
和
」「
人
権
」「
環
境
」「
開

発
」を
テ
ー
マ
に
課
題
設
定
型
の
授
業
を
進
め
ま
す
。

公
共
政
策

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

政
策
的
思
考
を
実
践
的
に
マ
ス
タ
ー
す
る

　
国
家
公
務
員
や
地
方
公
務
員
な
ど
、
公
共
政
策
の
最
前
線
で
活
躍
す
る
ス
タ
ッ
フ

を
招
聘
。
子
育
て
支
援
、
高
齢
者
・
介
護
問
題
、
地
域
振
興
、
危
機
管
理
な
ど
、
政
策

の
現
場
か
ら
の
レ
ポ
ー
ト
を
も
と
に
、
学
生
参
加
型
で
演
習
を
行
い
ま
す
。

ビ
ジ
ネ
ス
&
ロ
ー

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

企
業
の
実
務
家
と
と
も
に
学
ぶ
実
践
授
業

　
各
種
法
律
職
の
実
務
家（
税
理
士
・
社
会
保
険
労
務
士
・
行
政
書
士
等
）や
、
企
業

内
の
法
務
担
当
者
を
招
い
て
、
ビ
ジ
ネ
ス
の
現
場
で
法
律
が
ど
の
よ
う
に
活
用
さ
れ
て

い
る
か
に
つ
い
て
、
実
例
を
通
し
て
学
び
、
法
的
解
決
力
を
養
成
し
ま
す
。

創
大
法
学
部
は
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
」＆
「
キ
ャ
リ
ア
」主
義
へ
！

夢
を
実
現
す
る
4
つ
の
コ
ー
ス

グ
ロ
ー
バ
ル
時
代
に
対
応
す
る
新
し
い
２
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム

キ
ャ
リ
ア
形
成
の
た
め
の
多
彩
な
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

法
学

部
の

４
つ

の
特

長
法
学
部
の
Pe
ac
e	
&
	H
um
an
	R
ig
ht
sプ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
国
際
的
な
平
和
問
題
、
人
権
問
題
、

環
境
問
題
に
つ
い
て
法
と
政
策
の
視
点
か
ら
英
語
で
学
ぶ
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
す
。

単
に
一
般
的
な
英
語
を
学
ぶ
の
で
は
な
く
、
よ
り
専
門
的
な
英
語
に
よ
る
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
、

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、
ラ
イ
テ
ィ
ン
グ
能
力
を
身
に
つ
け
て
、
国

際
社
会
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成
を
め
ざ
し
て
い
ま
す
。

G
LP

G
lo

ba
l L

aw
ye

rs
 P

ro
gr

am
P
H
R

Pe
ac

e 
& 

Hu
m

an
 R

ig
ht

s 
Pr

og
ra

m

グ
ロ

ー
バ

ル
法

曹
力

を
養

成
す

る
４

つ
の

特
長

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

魅
力

創
価

大
学

法
曹

会
奨

学
金

を
10

名
に

給
付

!
創

価
大

学
特

別
奨

学
生

制
度

と
併

せ
る

と
全

額
免

除

夢
を
実
現
す
る

キ
ャ
リ
ア
・
コ
ー
ス
制
の
導
入

一
人
ひ
と
り
の
夢
を
実
現
す
る
た
め
、
キ
ャ

リ
ア
別
に
４
つ
の
コ
ー
ス
を
設
置
。
充
実

し
た
コ
ー
ス
別
の
キ
ャ
リ
ア
サ
ポ
ー
ト
と
し

て
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
中
心
に
し
た
学

生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
や
多
彩
な
法
律
系
資

格
の
取
得
も
強
力
に
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
ま
す
。

多
様
な
キ
ャ
リ
ア
設
計
が
可
能
で
す
。

D
ou
bl
e 
D
eg
re
e（
D
D
）

バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学

人
文
学
部
国
際
政
治
経
済
学
科
、法
学
部
で
学
位
取
得

創
価
大
学
と
バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学
の
法
学

部
で
２
つ
の
学
位
を
４
年
間
で
取
得
。
法

学
や
政
治
学
、
国
際
関
係
な
ど
の
専
門
を
、

高
い
英
語
力
と
と
も
に
修
得
し
ま
す
。
将

来
、
海
外
大
学
院
へ
の
進
学
や
、
国
際
機

関
で
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
活
躍
を
め
ざ
す
学

生
に
最
適
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
す
。

「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
」の
育
成
を
め
ざ
し
た

Gl
ob
al
 L
aw
ye
rs
 P
ro
gr
am
（
GL
P）

法
曹
界
（
裁
判
官
・
検
察
官
・
弁
護
士
な

ど
）
を
志
望
す
る
学
生
を
対
象
に
「
グ
ロ

ー
バ
ル
法
曹
力
」
を
養
う
特
別
プ
ロ
グ
ラ

ム
。
充
実
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
ゼ
ミ
や
き
め

細
や
か
な
個
人
指
導
に
よ
り
、「
人
間
力
」

「
国
際
力
」「
専
門
力
」「
実
践
力
」
を
伸
ば

し
ま
す
。

世
界
的
な
視
野
を
育
む

多
彩
な
長
期
留
学
制
度

法
学
部
で
は
、
新
た
な
長
期
留
学
制
度
を
設

け
ま
し
た
。
１
年
の
２
月
か
ら
２
年
の
９
月

ま
で
の
８
ヶ
月
間
、
バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学
の

総
合
教
養
学
科
で
英
語
と
基
礎
的
な
専
門
科

目
を
学
び
、
そ
の
単
位
が
本
学
で
認
定
さ
れ

ま
す
。
２
年
前
期
だ
け
の
留
学
な
の
で
、
４

年
間
で
卒
業
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

ネ
イ

テ
ィ

ブ
教

員
に

よ
る

GL
P 

En
gl

is
h

人
間

力
を

培
う

G
LP

ゼ
ミ

人
間

教
育

を
具

体
化

す
る

チ
ュ

ー
ト

リ
ア

ル

G
LP

ス
カ

ラ
シ

ッ
プ

の
支

給
（

返
還

不
要

）

［
め

ざ
す

将
来

の
進

路
］

法
曹

（
裁

判
官

、
検

察
官

、
弁

護
士

）、
弁

理
士

、
不

動
産

鑑
定

士
、

司
法

書
士

、
裁

判
所

事
務

官

［
め

ざ
す

将
来

の
進

路
］

国
内

外
の

各
種

企
業

で
の

ビ
ジ

ネ
ス

法
務

の
ス

ペ
シ

ャ
リ

ス
ト

、
税

理
士

、
社

会
保

険
労

務
士

、
行

政
書

士

［
め

ざ
す

将
来

の
進

路
］

地
方

公
務

員
、

国
家

公
務

員
、

労
働

基
準

監
督

官
、

家
庭

裁
判

所
調

査
官

、
公

共
政

策
大

学
院

へ
の

進
学

［
め

ざ
す

将
来

の
進

路
］

外
交

官
、

国
際

機
関

・
N

GO
等

へ
の

ス
テ

ッ
プ

ア
ッ

プ
と

し
て

の
海

外
大

学
院

、
グ

ロ
ー

バ
ル

ビ
ジ

ネ
ス

パ
ー

ソ
ン

・
GL
Pゼ
ミ
で
法
的
思
考
力
､見
解
力
､文
章
力
を
身
に
つ
け
る

・
チ
ュ
ー
ト
リ
ア
ル
で
総
合
力
を
養
う

人
間
力
の
涵
養

・
GL
P	
En
gl
is
hで
英
語
力
を
高
め
る

・
海
外
研
修
や
PH
R科
目
群
で
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
野
を
培
う

国
際
力
の
修
得

・
	GL
P発
展
ゼ
ミ
で
法
知
識
の
定
着
と
判
例
解
釈
の
深
化
を
図
る

・
	専
門
演
習
で
専
攻
分
野
の
法
解
釈
力
を
つ
け
る

専
門
力
の
錬
磨

・
	実
務
家
担
当
の
法
務
演
習
で
実
践
的
な
法
の
使
い
方
を
学
ぶ

・
オ
ー
プ
ン
セ
ミ
ナ
ー
(合
宿
)や
GL
Pイ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

で
実
務
の
キ
ャ
リ
ア
を
意
識

実
践
力
の
修
得

(法
を
使
う
力
)

法
学
部
で
は
、
最
先
端
の
専
門
的
知

識
を
実
務
に
お
い
て
活
か
せ
る
能
力

を
養
う
た
め
に
、
各
種
の
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
を
開
催
し
て
い
ま
す
。
さ
ま

ざ
ま
な
分
野
の
最
前
線
で
活
躍
す
る

実
務
家
ス
タ
ッ
フ
の
事
例
報
告
を
受

け
、
学
生
自
ら
が
協
働
で
研
究
を
進

め
る
ケ
ー
ス
メ
ソ
ッ
ド
方
式
の
発
展

的
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
す
。

問
題

解
決

の
た

め
に

法
を

活
か

し
て

行
動

で
き

る
専

門
家

を
育

成

リー
ガル
・プ
ロフ
ェッ
ショ
ン

コ
ー
ス

将
来

、
法

律
の

専
門

知
識

を
活

か
し

て
社

会
で

起
こ

る
様

々
な

問
題

や
紛

争
の

解
決

に
携

わ
っ

て
み

た
い

と
考

え
る

学
生

の
た

め
の

コ
ー

ス
で

す
。

ま
す

ま
す

グ
ロ

ー
バ

ル
化

す
る

ビ
ジ

ネ
ス

界
で

の
活

躍
・

飛
翔

を
め

ざ
す

ビ
ジ
ネ
ス
法
務

コ
ー
ス

国
内

外
の

各
種

企
業

就
職

や
大

学
院

で
の

ビ
ジ

ネ
ス

法
務

の
修

学
、

ビ
ジ

ネ
ス

の
世

界
で

役
立

つ
資

格
試

験
を

め
ざ

す
学

生
の

た
め

の
コ

ー
ス

で
す

。

「
人

に
尽

く
す

」「
社

会
に

貢
献

す
る

」
「

未
来

を
つ

く
る

」
公

共
政

策
の

キ
ャ

リ
ア

を
形

成

公
共
政
策
・
行
政

コ
ー
ス

将
来

、
国

の
未

来
に

貢
献

し
た

り
、

都
道

府
県

庁
・

政
令

指
定

都
市

で
公

共
経

営
に

携
わ

り
た

い
と

考
え

る
学

生
の

た
め

の
コ

ー
ス

で
す

。

“人
間

の
尊

厳
”

に
立

っ
て

、
地

球
的

諸
問

題
の

解
決

に
貢

献
す

る
グ

ロ
ー

バ
ル

･リ
ー

ダ
ー

の
育

成

国
際
平
和
・
外
交

コ
ー
ス

平
和

問
題

に
関

す
る

高
い

専
門

性
と

語
学

力
を

身
に

つ
け

、
国

際
社

会
で

活
躍

・
貢

献
し

た
い

と
考

え
る

学
生

の
た

め
の

コ
ー

ス
で

す
。

少
人

数
教

育
に

よ
る

基
礎

・
導

入
教

育
と

ゼ
ミ

の
充

実
グ

ロ
ー

バ
ル

化
時

代
に

対
応

し
た

法
学

・
政

治
学

の
充

実

理
論

と
実

務
の

橋
渡

し
を

行
う

科
目

展
開

キ
ャ

リ
ア

形
成

、
資

格
取

得
が

可
能

な
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム

ダ
ブ

ル
・

デ
ィ

グ
リ

ー
（

D
D

）
　

長
期

留
学

制
度

　
短

期
海

外
研

修

人
間

の
安

全
保

障
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

地
球

的
課

題
を

〈
人

間
〉

の
視

点
か

ら
学

ぶ
国
連
職
員
や
外
交
官
な
ど
、
国
際
舞
台
の
最
前
線
で
活
躍
す
る
ス

タ
ッ
フ
を
講
師
と
し
て
招
聘
。
理
論
と
実
務
の
つ
な
が
り
を
学
び

ま
す
。「
平
和
」「
人
権
」「
環
境
」「
開
発
」
を
テ
ー
マ
に
課
題
設

定
型
の
授
業
を
進
め
ま
す
。

公
共

政
策

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
政

策
的

思
考

を
実

践
的

に
マ

ス
タ

ー
す

る
国
家
公
務
員
や
地
方
公
務
員
な
ど
、
公
共
政
策
の
最
前
線
で
活
躍

す
る
ス
タ
ッ
フ
を
招
聘
。
子
育
て
支
援
、
高
齢
者
・
介
護
問
題
、

地
域
振
興
、
危
機
管
理
な
ど
、
政
策
の
現
場
か
ら
の
レ
ポ
ー
ト
を

も
と
に
、
学
生
参
加
型
で
演
習
を
行
い
ま
す
。

ビ
ジ

ネ
ス

&
ロ

ー
・

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
企

業
の

実
務

家
と

と
も

に
学

ぶ
実

践
授

業
各
種
法
律
職
の
実
務
家
（
税
理
士
・
社
会
保
険
労
務
士
・
行
政
書

士
等
）
や
、
企
業
内
の
法
務
担
当
者
を
招
い
て
、
ビ
ジ
ネ
ス
の
現

場
で
法
律
が
ど
の
よ
う
に
活
用
さ
れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、
実
例

を
通
し
て
学
び
、
法
的
解
決
力
を
養
成
し
ま
す
。

実
践

型
の

ビ
ジ

ネ
ス

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

ス
タ

ー
ト

野
村

證
券

と
の

産
学

連
携

プ
ロ

グ
ラ

ム

グ
ロ

ー
バ

ル
化

時
代

を
リ

ー
ド

す
る

法
律

家
の

養
成

法
学
部
・
経
営
学
部
共
同
に
よ
り
、
今
年
か
ら
新
た
な
産
学
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
ビ
ジ

ネ
ス
＆
ロ
ー
・
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
Ⅱ
」
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。
2年
後
期
に
問
題
解
決
型

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
、
野
村
證
券
の
専
門
講
師
陣
と
協
働
。
国
際
機
関
に
勤
め
る
O
B

も
招
聘
。
企
画
力
・
分
析
力
・
プ
レ
ゼ
ン
力
・
チ
ー
ム
力
を
養
う
選
抜
各
学
部
15
名
計

30
名
の
講
座
。
編
成
チ
ー
ム
ご
と
に
解
決
す
べ
き
テ
ー
マ
を
決
め
、
調
査
、
研
究
、
デ
ィ

ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
を
通
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
完
成
さ
せ
て
、
全
国
学
生
研
究
コ
ン
テ
ス
ト
（
日

経
St
oc
kリ
ー
グ
）
に
参
加
予
定
。

グ
ロ

ー
バ

ル
社

会
に

お
け

る
課

題
発

見
力

・
解

決
力

を
身

に
つ

け
る

ビ
ジ

ネ
ス

人
の

養
成

1
4

0
3

1
3

_
創

価
大

学
法

学
部

_
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
.in

dd
   

3
-4

1
4

/0
3

/1
7

   
7

:4
4

1年
2年

3年
4年

4年
で

卒
業

創
価

大
学

バ
ッ

キ
ン

ガ
ム

大
学

創
価

大
学

1年
2年

3年
4年

4年
で

卒
業

 創
価

大
学

創
価

大
学

リ
ー
ガ
ル
・プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ン

コ
ー
ス

問
題

解
決

の
た

め
に

法
を

活
か

し
て

行
動

で
き

る
専

門
家

を
育

成

　
将
来
、
法
律
の
専
門
知
識
を
活
か
し
て
社

会
で
起
こ
る
様
々
な
問
題
や
紛
争
の
解
決
に

携
わ
っ
て
み
た
い
と
考
え
る
学
生
の
た
め
の

コ
ー
ス
で
す
。

▼
▼

▼
▼

●
め

ざ
す

将
来

の
進

路

法
曹（
裁
判
官
、
検
察
官
、
弁
護
士
）、

司
法
書
士
、
不
動
産
鑑
定
士
、
弁
理
士
、

裁
判
所
事
務
官

●
め

ざ
す

将
来

の
進

路

国
内
外
の
各
種
企
業
で
の
ビ
ジ
ネ
ス
法

務
の
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
、
税
理
士
、
社
会

保
険
労
務
士
、
行
政
書
士

●
め

ざ
す

将
来

の
進

路

地
方
公
務
員
、
国
家
公
務
員
、
労
働
基

準
監
督
官
、
家
庭
裁
判
所
調
査
官
、
公

共
政
策
大
学
院
へ
の
進
学

●
め

ざ
す

将
来

の
進

路

外
交
官
、
国
際
機
関
・
N
G
O
 等
へ
の
ス

テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
と
し
て
の
海
外
大
学
院
、

グ
ロ
ー
バ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
パ
ー
ソ
ン

　
国
内
外
の
各
種
企
業
就
職
や
大
学
院
で

の
ビ
ジ
ネ
ス
法
務
の
修
学
、
ビ
ジ
ネ
ス
の
世

界
で
役
立
つ
資
格
試
験
を
め
ざ
す
学
生
の
た

め
の
コ
ー
ス
で
す
。

　
将
来
、
国
の
未
来
に
貢
献
し
た
り
、
都
道
府

県
庁
・
政
令
指
定
都
市
で
公
共
経
営
に
携
わ
り

た
い
と
考
え
る
学
生
の
た
め
の
コ
ー
ス
で
す
。

　
平
和
問
題
に
関
す
る
高
い
専
門
性
と
語
学

力
を
身
に
つ
け
、
国
際
社
会
で
活
躍
・
貢
献
し

た
い
と
考
え
る
学
生
の
た
め
の
コ
ー
ス
で
す
。

ま
す

ま
す

グ
ロ

ー
バ

ル
化

す
る

ビ
ジ

ネ
ス

界
で

の
活

躍
・

飛
翔

を
め

ざ
す

「
人

に
尽

く
す

」「
社

会
に

貢
献

す
る

」
「

未
来

を
つ

く
る

」公
共

政
策

の
キ

ャ
リ

ア
を

形
成

“人
間

の
尊

厳
” に

立
っ

て
、

地
球

的
諸

問
題

の
解

決
に

貢
献

す
る

グ
ロ

ー
バ

ル
･リ

ー
ダ

ー
の

育
成

ビ
ジ
ネ
ス
法
務

コ
ー
ス

公
共
政
策
・
行
政

コ
ー
ス

国
際
平
和
・
外
交

コ
ー
ス

少
人

数
教

育
に

よ
る

基
礎

・
導

入
教

育
と

ゼ
ミ

の
充

実
グ

ロ
ー

バ
ル

化
時

代
に

対
応

し
た

法
学

・
政

治
学

の
充

実

理
論

と
実

務
の

橋
渡

し
を

行
う

科
目

展
開

ダ
ブ

ル
・

デ
ィ

グ
リ

ー
（

 D
 D

 ）
 　

　
長

期
留

学
制

度
　

　
  短

期
海

外
研

修

キ
ャ

リ
ア

形
成

、
資

格
取

得
が

可
能

な
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム

　
法
学
部
で
は
、
最
先
端
の
専
門
的
知
識
を
実

務
に
お
い
て
活
か
せ
る
能
力
を
養
う
た
め
に
、
各

種
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
て
い
ま
す
。
さ

ま
ざ
ま
な
分
野
の
最
前
線
で
活
躍
す
る
実
務
家

ス
タ
ッ
フ
の
事
例
報
告
を
受
け
、
学
生
自
ら
が
協

働
で
研
究
を
進
め
る
ケ
ー
ス
メ
ソ
ッ
ド
方
式
の
発

展
的
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
す
。

1） 多
彩

な
キ

ャ
リ

ア・
コ

ー
ス

制
夢

の
実

現
を

強
力

に
サ

ポ
ー

ト

　
一
人
ひ
と
り
の
夢
を
実
現
す
る

た
め
、
キ
ャ
リ
ア
別
に
４
つ
の
コ

ー
ス
を
設
置
。
充
実
し
た
コ
ー
ス

別
の
キ
ャ
リ
ア
サ
ポ
ー
ト
と
し
て
、

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
中
心
に
し
た

学
生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
や
多
彩

な
法
律
系
資
格
の
取
得
も
強
力

に
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
ま
す
。
多
様

な
キ
ャ
リ
ア
設
計
が
可
能
で
す
。

3） 多
彩

な
国

際
プ

ロ
グ

ラ
ム

バ
ッ

キ
ン

ガ
ム

大
学

 
人

文
学

部
国

際
政

治
経

済
学

科
、

法
学

部
で

学
位

取
得

ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
（
D
D）

で
は
バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学
と
本

学
法
学
部
の
2
つ
の
学
位
を
取

得
、
長
期
留
学（
1年
）で
は
バ
ッ

キ
ン
ガ
ム
大
学
や
ア
ジ
ア
N
o.
１

の
香
港
大
学
へ
、
短
期
留
学
と

学
内
で
の
A
ll 
En
gl
is
h
の
授

業
で
平
和
•人
権
•環
境
を
学
ぶ

PH
R
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
、
個
人
の

進
路
に
応
じ
た
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド

の
留
学
が
可
能
で
す
。

2） Gl
ob

al
 L

aw
ye

rs
Pr

og
ra

m（
GL

P）
「

グ
ロ

ー
バ

ル
法

曹
」の

育
成

を
め

ざ
し

ま
す

　
法
曹
界
（
裁
判
官
・
検
察
官
・

弁
護
士
な
ど
）
を
志
望
す
る
学

生
を
対
象
に
「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹

力
」
を
養
う
特
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

充
実
し
た
GL
P
ゼ
ミ
や
き
め
細

や
か
な
チ
ュ
ー
ト
リ
ア
ル
に
よ
り
、

「
人
間
力
」「
国
際
力
」「
専
門
力
」

「
実
践
力
」を
伸
ば
し
ま
す
。

※
�GL
P
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
ご
参
照
く
だ

さ
い
。

4） 野
村

證
券

と
の

産
学

連
携

プ
ロ

グ
ラ

ム
問

題
解

決
型

の
 

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
を

育
成

　
野
村
證
券
と
連
携
し
、
問
題

解
決
型
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
ス
タ

ー
ト
し
、
ケ
ー
ス
メ
ソ
ッ
ド
型
の

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
。
社
会

的
な
問
題
発
見
能
力
、
課
題
解

決
能
力
、
自
己
学
習
力
、
対
人
能

力
を
獲
得
し
、
キ
ャ
リ
ア
力
を
涵

養
し
ま
す
。
さ
ら
に
国
際
機
関
で

働
く
卒
業
生
と
の
議
論
や
懇
談

の
機
会
も
設
け
ま
す
。
経
営
学
部

と
連
携
し
て
い
ま
す
。

グ
ロ
ー
バ
ル
時
代
に
対
応
し
た

3
つ
の
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム

法
学
部
の
先
端
的
な
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

夢
を
実
現
す
る

4
つ
の
コ
ー
ス

創
大

法
学

部
は

、「
グ

ロ
ー

バ
ル

」＆
「

キ
ャ

リ
ア

」
主

義
へ

！
G

lo
ba

l
   

   
  &

 C
ar

ee
r

　
グ
ロ
ー
バ
ル
化
し
た
時
代
に
世
界
で
活
躍
す
る
人
材
の
育
成
を
目
指
し
、
英
語
力
と
専
門
力
を

身
に
つ
け
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目
的
に
応
じ
た
3つ
の
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
用
意
し
て
い
ま
す
。

バ
ッ

キ
ン

ガ
ム

大
学

バ
ッ
キ
ン
ガ
ム
大
学

長
期
留
学
制
度
の

3つ
の

　
　
メ
リッ
ト

●
野

村
證

券
と

の
連

携
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

野
村
證
券
の
専
門
講
師
陣
が
参
画
し
、企
業
と
協
働
し
て
運
営
。
国
際
金
融
機
関
の
職
員
も
招
聘
。
問
題
発
見
、調
査
、

分
析
、
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
を
通
じ
て
提
案
を
完
成
さ
せ
、
全
国
学
生
研
究
コ
ン
テ
ス
ト（
日
経
St
oc
kリ
ー
グ
）に
参
加
。

●
三

井
住

友
銀

行
等

と
の

連
携

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
三
井
住
友
銀
行
の
ほ
か
、
信
託
銀
行
、
証
券
・
生
損
保
の
協
会
と
共
同
実
施
。「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
」な
ど
の

金
融
の
仕
組
み
を
研
究
し
て
、
企
業
ス
タ
ッ
フ
に
チ
ー
ム
提
案
を
発
表
。

「
産
学
連
携

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」で

キ
ャ
リ
ア
形
成

経 営 学 部 と 共 同

11



▼
法
学
部
に
つ
い
て
も
っ
と
知
り
た
い
方
、
質
問
の
あ
る
方
は
、
下
記
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
丁
寧
に
お
答
え
し
ま
す
。

（
1）

第
1次

選
抜

ア
．
�GL
P
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
と
入
学
試
験
時
の
得
点
に
よ
る
総
合
評
価
で

選
抜
を
行
う
。
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
の
提
出
期
限
は
、
下
記
の
と
お
り
。

イ
．
第
1次
選
抜
の
合
格
者
は
、
40
名
程
度
と
す
る
。

ウ
．
�第
1次
選
抜
の
結
果
に
つ
い
て
は
、
20
17
年
3月
中
旬
頃
に
通
知
書
を

発
送
す
る
。

（
2）

第
2次

選
抜

第
1次
選
抜
合
格
者
に
対
し
て
、
①
小
論
文
試
験
、
②
面
接
試
験
を
行
い
、

第
1次
選
抜
の
結
果
も
考
慮
し
総
合
評
価
に
よ
り
合
格
者
を
決
定
す
る
。

＊
 創
価
大
学
入
試（
法
学
部
）合
格
者
に
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
を
送
付
し
ま
す
。
送
付
時
期
は
、
公
募
推
薦
入
試
お
よ
び
指
定
校
推
薦
入
試
：
12
月
初
旬
、
創
価
学
園
推
薦

　
 入
試
：
１
月
下
旬
、
セ
ン
タ
ー
試
験
利
用
入
試（
前
期
）、
全
学
統
一
入
試
お
よ
び
一
般
入
試
：
２
月
中
旬
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

＊
 詳
細
に
つ
い
て
は
、
創
価
大
学
法
学
部
事
務
室（
04
2-
69
1-
94
76
）に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

出
願

資
格

・
募

集
人

数
●
出
願
資
格
／
20
17
年
度
入
学
試
験（
法
学
部
）の
合
格
者
で
、
本
学
法
科
大
学
院
へ
の
進
学
等
を
希
望
す
る
者

●
募
集
人
数
／
30
名
程
度

※
GC
P
と
の
併
願
・
併
用
も
可
能
で
す
。

選
抜

方
法

●
GL
P
の
選
抜
は
、
以
下
の
2段
階
で
行
う
。

選
抜

の
流

れ

入
試

の
種

類
●

公
募

推
薦

入
試

●
指

定
校

推
薦

入
試

●
創

価
学

園
推

薦
入

試
●

セ
ン

タ
ー

試
験

利
用

入
試

( 前
期

)
●

全
学

統
一

入
試

●
一

般
入

試
合

格
者

数

【
第

1次
選

抜
】

エ
ン

ト
リ

ー
シ

ー
ト

提
出

締
切

日
　

( 締
切

日
消

印
有

効
)

20
16

 年
12

 月
16

 日
（

金
）

20
17

年
2 

月
3日

（
金

）
20

17
年

2 
月

28
日（

火
）

40
 名

程
度

第
1次

選
抜

合
格

発
表

20
17

 年
3 

月
中

旬
頃

、
合

格
通

知
書

を
発

送

【
第

2次
選

抜
】

予
定

：
20

17
 年

3 
月

下
旬

①
小

論
文

試
験

、
②

面
接

試
験

30
 名

程
度

第
2次

選
抜

合
格

発
表

4 
月

上
旬

、
本

部
棟

3 
階

掲
示

板
に

て
合

格
発

表

G 
L 

P 
募

集
要

項
※
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ（
ht
tp
://
ho
u.
so
ka
.a
c.
jp
）に
て
発
表
い
た
し
ま
す
。

創
大

法
曹

会
奨

学
金

の
選

考
に

つ
い

て
GL
P
合
格
者
で
、
入
試
お
よ
び
GL
P
選
抜
試
験
の
成
績
上
位
者
か
ら
選
考
し
ま
す
。

※
採
用
者
の
発
表
は
、
4月
中
旬
と
な
り
ま
す
。 お

問
い

合
わ

せ
先

〒
19

2-
85

77
 東

京
都

八
王

子
市

丹
木

町
1-

23
6

TE
L.
04
2（
69
1）
94
76

（
法

学
部

事
務

室
）

E-
m
ai
l：
ho
ga
ku
bu
@
so
ka
.a
c.
jp
　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
：
ht
tp
://
ho
u.
so
ka
.a
c.
jp

G
lo

ba
l

L
aw

ye
rs

Pr
og

ra
m

グ
ロ
ー
バ
ル
化
時
代
の

法
律
家
を
養
成
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鈴
木

 美
華

 教
授

　
私

は
創

価
大

学
入

学
後

、
弁

護
士

の
先

輩
方

の
指

導
を

受
け

て
勉

強
し

、
大

学
卒

業
の

翌
年

に（
旧

）
司

法
試

験
に

最
終

合
格

す
る

こ
と

が
で

き
ま

し
た

。
弁

護
士

に
な

っ
て

数
年

間
は

民
事

、
刑

事
の

裁
判

な
ど

を
担

当
し

て
い

ま
し

た
が

、
苦

手
な

英
語

に
挑

戦
し

よ
う

と
、ア

メ
リ

カ
に

留
学

し
て

大
学

院（
La

w
 S

ch
oo

l）
の

法
学

修
士

課
程（

LL
.M

.）
を

修
了

し
ま

し
た

。ま
た

、

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

州
で

も
弁

護
士

資
格

を
取

得
し

、
帰

国
後

は
、

渉
外（

国
際

）弁
護

士
と

し
て

国
際

的
な

案
件

に
携

わ
っ

て
き

ま

し
た

。
法

律
の

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
で

あ
る

法
曹

の
資

格
は

、
社

会
で

活
躍

す
る

う
え

で
大

き
な

強
み

と
な

り
、

武
器

と
な

る

も
の

で
す

。
そ

れ
は

国
際

的
な

分
野

に
あ

っ
て

も
同

様
で

す
。

ま
た

、
グ

ロ
ー

バ
ル

化
時

代
に

求
め

ら
れ

る
人

材
と

し
て

、
語

学

力
も

大
事

で
す

が
、

な
に

よ
り

異
文

化
や

価
値

観
の

多
様

性
を

理
解

し
、

そ
れ

を
尊

重
で

き
る

柔
軟

な
思

考
と

豊
か

な
人

間

性
、

多
面

的
な

視
点

で
物

事
を

判
断

で
き

る
能

力
が

重
要

だ
と

思
っ

て
い

ま
す

。
GL

P
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
い

て
法

律
家

に
求

め
ら

れ
る

知
識

と
能

力
、

そ
し

て
柔

軟
な

思
考

と
豊

か
な

人
間

性
を

培
っ

て
い

け
る

よ
う

、
一

緒
に

研
鑽

し
て

い
き

ま
し

ょ
う

。

川
村

 将
輝

 さ
ん（

44
期

　
GL

P1
期

生
）

　
私

は
、

人
の

悩
み

や
苦

し
み

に
寄

り
添

う
弁

護
士

を
目

指
し

、
GL

P
で

勉
学

に
励

ん

で
い

ま
す

。
GL

P
で

は
、

専
門

知
識

を
学

ぶ
こ

と
は

も
ち

ろ
ん

、
ゼ

ミ
や

チ
ュ

ー
ト

リ
ア

ル
に

お
け

る
討

議
形

式
で

の
授

業
を

通
じ

て
、

法
曹

に
な

る
た

め
に

必
要

な
ス

キ
ル

を

実
践

的
に

身
に

つ
け

て
い

ま
す

。
JI

CA
（

国
際

協
力

機
構

）
の

専
門

家
弁

護
士

等
を

招

い
た

講
演

会
。

教
員

と
学

生
同

士
が

交
流

を
深

め
る

夏
合

宿
。

授
業

以
外

で
の

学
び

の
場

も
充

実
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、

現
役

の
弁

護
士

や
教

員
の

先
生

方
の

サ
ポ

ー
ト

も

大
変

手
厚

く
、

夢
を

実
現

す
る

た
め

に
充

実
し

た
日

々
を

送
っ

て
い

ま
す

。

　
将

来
、

国
際

社
会

の
平

和
の

実
現

に
貢

献
し

て
い

く
法

曹
を

目
指

し
、

実
力

と
人

間

力
を

共
に

高
め

あ
っ

て
い

き
ま

し
ょ

う
！

●
国

際
力

▶
ネ

イ
テ

ィ
ブ

教
員

に
よ

る「
GL

P 
En

gl
is

h」

●
実

践
力

▶
実

践
的

な
法

の
使

い
方

を
学

ぶ「
GL

P
発

展
ゼ

ミ
」と

「
法

務
演

習
」

●
人

間
力

▶
法

曹
と

し
て

の
総

合
力

を
養

う「
GL

P
ゼ

ミ
」と

「
チ

ュ
ー

ト
リ

ア
ル

」

●
G

LP
ス

カ
ラ

シ
ッ

プ
の

支
給（

返
還

不
要

）▼
◦

創
価

大
学

法
曹

会
奨

学
金

を
最

大
10

名
に

給
付

!
◦

創
価

大
学

特
別

奨
学

生
制

度
と

併
せ

る
と「

全
額

免
除

」

➡
20

14
〜

20
15

年
度

で
14

名
が

全
額

免
除

と
な

っ
て

い
ま

す

本
学
出
身
弁
護
士
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

セ
メ

ス
タ

人
間

力
国

際
力

実
践

力
専

門
力

チュ
ート

リア
ル

GL
Pゼ

ミ
英

語
科

目
GL

P発
展

ゼミ
法

務
演

習
専

門
演

習

1
GL

P 
En

gl
is

h　
オ

ー
プ

ン
セ

ミ
ナ

ー

2
海

外
研

修

3
PH

R 
科

目
群

　
　

オ
ー

プ
ン

セ
ミ

ナ
ー

4
海

外
研

修

5
〜

8

学
修

の
流

れ

※
海
外
研
修
・
PH
R
科
目
群
は
、
必
修
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

4年
間
を
通
じ
て
チ
ュ
ー
ト
リ
ア
ル
で
学
び
の
サ
ポ
ー
ト
を
受
け
な
が

ら
、
1〜
3セ
メ
ス
タ
ま
で
は
法
律
家
に
求
め
ら
れ
る
人
間
力
や
国
際

力
を
中
心
に
錬
磨
し
ま
す
。
そ
れ
を
基
礎
と
し
て
、
4〜
8セ
メ
ス
タ
に

お
い
て
法
律
の
高
度
な
専
門
力
と
実
践
力
を
高
め
ま
す
。

国
際

力

人
間

力

実
践

力
専

門
力

グ
ロ

ー
バ

ル
法

曹
力

20
15

年
司

法
試

験
に

本
学

の
出

身
者

か
ら

20
名

が
合

格
。

本
学

法
科

大
学

院
の

合
格

率
は

私
大
6位

。

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
魅
力

私
た

ち
が

サ
ポ

ー
ト

し
ま

す
。

グ
ロ

ー
バ

ル
化

時
代

の
新

た
な

法
曹

教
育

に
挑

戦
法

曹
を

め
ざ

す
人

の
た

め
の「
選
抜
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
を
目
指
す
Ｇ
Ｌ
Ｐ
生
に
期
待

矢
吹

 公
敏

 矢
吹

法
律

事
務

所
代

表
弁

護
士

In
te

rn
at

io
na

l B
ar

 A
ss

oc
ia

tio
n,

 B
ar

 Is
su

es
 C

om
m

is
si

on
オ

フ
ィ

サ
ー

　
グ

ロ
ー

バ
ル

な
法

曹
を

目
指

す
学

生
の

た
め

の
GL

P
に

参
加

さ
れ

て
い

る
皆

さ
ん

に
期

待
し

て
い

ま

す
。

グ
ロ

ー
バ

ル
と

い
う

言
葉

は
、煎

じ
詰

め
れ

ば
国

際
社

会
と

い
う

舞
台

で「
異

な
る

も
の

」を
理

解
し

、

共
鳴

し
あ

う
こ

と
だ

と
思

い
ま

す
。

そ
れ

は
、

国
内

問
題

で
も

、
学

生
の

皆
さ

ん
の

友
人

関
係

で
も

同
じ

で
し

ょ
う

。
心

を
大

き
く

開
い

て
、

寛
容

力
と

包
容

力
を

持
ち

、「
聞

く
力

」と
「

伝
え

る
力

」を
身

に
つ

け

て
く

だ
さ

い
。学

生
の

皆
さ

ん
が

そ
れ

ぞ
れ「

伝
え

る
べ

き
も

の
」を

持
っ

て
く

だ
さ

い
。そ

の
た

め
の

日
々

勉
学

な
ど

に
ス

ト
レ

ッ
チ

し
て

挑
戦

し
て

く
だ

さ
い

。
そ

の
先

に
必

ず
グ

ロ
ー

バ
ル

な
法

曹
と

な
る

道
は

開
か

れ
て

い
ま

す
。

13





 

 

 

 

 

 

 

６．東京大学 

 

 

 

 

 

 

 

（説明者） 

東京大学法学政治学研究科長・法学部長  

岩村 正彦 教授 





東
京
大
学
法
科
大
学
院
・
法
学
部
に

お
け
る
法
学
教
育
の
現
状
と
課
題

東
京
大
学
大
学
院
法
学
政
治
学
研
究
科

研
究
科
長

岩
村
正
彦

法
科
大
学
院
特
別
委
員
会

2
0
1
6
年
1
1
月
3
0
日



カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
(2
0
1
6
年
4
月
施
行
)

改
革
の
概
要

○
外
国
語
(と
く
に
英
語
)に
よ
る
授
業
の
増
加
、
必
修
科

目
・
選
択
必
修
科
目
の
削
減
、
卒
業
単
位
数
の
削
減
(9
0

単
位
→
8
0
単
位
)*

過
去
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
延
長
線
上
の
も
の

あ
わ
せ
て
コ
ー
ス
制
の
改
革
も
実
施

改
革
の
目
的

○
卒
業
後
の
進
路
の
多
様
化
や
、
職
業
を
め
ぐ
る
環
境
の
大

き
な
変
化
へ
の
対
応

学
生
自
身
が
主
体
的
に
学
修
に
取
り
組
む
こ
と
を
可
能
と
す
る
と
と
も
に
、

法
学
部
生
が
ど
の
よ
う
な
仕
事
に
就
い
て
も
将
来
直
面
す
る
国
際
的
な
諸
課
題
に

取
り
組
む
力
を
身
に
つ
け
さ
せ
る

*
文
科
1
類
の
前
期
課
程
の
修
了
単
位
数
も
削
減
(7
0
単
位
→
5
6
単
位
)

1



(旧
)第
1
類
(私
法
コ
ー
ス
)

必
修
科
目
4
6
単
位

(法
律
科
目
が
中
心
)

選
択
必
修
科
目
4
単
位

(英
米
・
仏
・
独
法
か
ら
)

選
択
科
目
4
0
単
位

(旧
)第
2
類
(公
法
コ
ー
ス
)

必
修
科
目
4
2
単
位

(法
律
科
目
が
中
心
)

選
択
必
修
科
目
8
単
位

(英
米
・
仏
・
独
法
か
ら
4
単
位
、
所
定
の

法
律
・
政
治
・
経
済
系
科
目
か
ら
4
単
位
)

選
択
科
目
4
0
単
位

(旧
)第
3
類
(政
治
コ
ー
ス
)

必
修
科
目
4
6
単
位

(政
治
系
科
目
が
中
心
)

選
択
必
修
科
目
4
単
位

(経
済
系
科
目
か
ら
)

選
択
科
目
4
0
単
位

(新
)第
1
類
(法
学
総
合
コ
ー
ス
)

必
修
科
目
2
4
単
位

選
択
必
修
科
目
2
4
単
位

選
択
科
目
3
2
単
位

上
記
の
う
ち
4
単
位
は
外
国
語
科
目
で
あ
る
こ

と
を
要
す
る

(新
)第
2
類
(法
律
プ
ロ
フ
ェ
ッ

シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
)

必
修
科
目
4
6
単
位

(法
律
科
目
が
中
心
)

選
択
必
修
科
目
4
単
位

(基
礎
法
学
科
目
か
ら
)

選
択
科
目
3
0
単
位

(新
)3
類
(政
治
コ
ー
ス
)

必
修
科
目
2
0
単
位

(リ
サ
ー
チ
ペ
ー
パ
ー
2
単
位
を
含
む
)

選
択
必
修
科
目
2
4
単
位

(実
定
法
、
政
治
、
経
済
系
科
目
か
ら
)

選
択
科
目
3
6
単
位

コ
ー
ス
の
再
編

中
央
官
庁
・
地
方
公
共
団
体

民
間
企
業
等

公
共
政
策
大
学
院

大
学
院
修
士
課
程

法
科
大
学
院

企
業
法
務
等

中
央
官
庁
・
地
方
公
共
団
体

公
共
政
策
大
学
院

マ
ス
コ
ミ
等

大
学
院
修
士
課
程

2



法
学
総
合
コ
ー
ス
((
新
)第
1
類
)

○
履
修
科
目
選
択
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
な
る
よ
う
2
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
設
定

○
修
了
者
に
は
修
了
証
を
授
与

公
共
法
務
プ
ロ
グ
ラ
ム

修
了
要
件

必
修
科
目
(7
科
目
)と
選
択
必
修
科
目
(1
科
目
)の
履
修

国
際
取
引
法
務
プ
ロ
グ
ラ
ム

修
了
要
件

必
修
科
目
(6
科
目
)と
3
つ
の
選
択
必
修
科
目
群
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
2
単
位
以
上
、
ビ
ジ
ネ
ス
法
関
係
科
目
群
か
ら
2
単
位
以
上

3



早
期
卒
業

導
入
の
目
的

学
修
の
よ
り
多
様
な
あ
り
方
を
可
能
に
す
る
。
具
体
的
に
は
、
法
学
部
卒
業
後
、
大
学
院

進
学
、
留
学
な
ど
、
更
に
何
ら
か
の
形
で
勉
学
を
続
け
た
い
と
い
う
学
生
に
対
し
、
早
期

に
卒
業
を
認
め
、
そ
う
し
た
進
路
に
早
期
に
進
む
途
を
開
く
。

概
要

優
秀
な
成
績
を
お
さ
め
て
い
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、
３
年
次
末
又
は
４
年

次
９
月
を
も
っ
て
卒
業
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
。

早
期
卒
業
予
定
の
認
定
を
受
け
た
者
に
は
キ
ャ
ッ
プ
制
の
適
用
を
緩
和
す
る
。

2
0
1
8
年
度
に
法
学
部
に
進
学
す
る
学
生
か
ら
適
用

4



予
備
試
験
の
法
学
部
・
法
科
大
学
院
へ
の
影
響

2
0
1
6
年
に
予
備
試
験
ル
ー
ト
で
司
法
試
験
に
合
格
し
た
者

法
学
部
：
1
0
名
程
度
*

法
科
大
学
院
：
4
2
名
(退
学
者
)*
*

法
曹
を
目
指
す
文
科
1
類
生
・
法
学
部
生
・
法
科
大
学
院
生
の
マ
イ
ン
ド
の
変
化

法
科
大
学
院
受
験
者
(既
修
)の
減
少

予
備
試
験
の
法
科
大
学
院
の
授
業
へ
の
悪
影
響

法
科
大
学
院
3
年
次
科
目
(必
修
で
な
い
先
端
・
応
用
科
目
)の
履
修
者
の
減
少

合
格
す
る
た
め
の
受
験
技
術
志
向
の
高
ま
り

*
こ
の
ほ
か
に
予
備
試
験
合
格
者
が
相
当
数
い
る
と
想
定
さ
れ
る
ほ
か
、
予
備
試
験
合
格
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法
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定
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む
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＜金沢大学＞ 

                    平成 29 年 3 月 30 日 

        説明者：金沢大学大学院法務研究科教授 樫見由美子 

Ⅰ 金沢大学法科大学院法務研究科をとりまく状況 

（1） 北陸三県法曹人口 

日本弁護士会の統計資料によれば、2016 年 3 月 31 日付けの弁護士会別人数を見ると 

 平成 18 年 平成 28 年 

金沢弁護士会 94 人 165 人（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

富山県弁護士会 59 人 112 人 

（平成 29 年 2 月 1 日現在 122 人） 

福井弁護士会 50 人 103 人  

   

東京弁護士会 4845 人 7737 人 

第一東京弁護士会 2867 人 4786 人 

第二東京弁護士会 2960 人 5042 人 

大阪弁護士会 2970 人 4333 人 

愛知弁護士会 1009 人 1857 人 

 上記の期間の弁護士増加率は、全国平均 171.1％で、北陸三県の平均増加率は、190.4％

である。 

（2）北陸三県の人口 

北陸三県の人口は、平成 29 年 2 月 1 日現在で、石川県 1149661 人、富山県 1059394 人、

そして、福井県が 780807 人である。平成 29 年における都道府県の人口ランキングでは、

石川県 34 位、富山県 37 位、福井県 43 位であり、人口が集中する東京都 13636222 人、神

奈川県 9145572 人、大阪府 8837812 人、愛知県 7507691 人、埼玉県 7288081 人、千葉県

6240408 人、兵庫県 5520575 人に比べると、地方と人口の集中する地域との差が歴然とし

ている。 

 

Ⅱ 大学院法務研究科（法科大学院）の現状 

（1）概要 

概要  

入学定員 3 年標準コース 10 名 

 2 年短縮コース 5 名 

教育理念・目標等 ■ 法学教育を通じて人間及び社会に対する健全な関心と適切な判

断能力を涵養すること 

■ 地域に根ざした法曹教育を実現すること 

教育目的 第一に,適切かつ迅速な紛争解決を目指し,事件を 
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分野横断的に捉えることができる法律家の養成, 

第二に,紛争予防のための調整能力を備えた,社会貢献を

なしうる法律家の養成 

 

（2）入学状況 

※ 入学定員は、定員を 40 人から 25 人、ついで 15 人に縮小した。 

定員充足率は、平成 25 年度から 90％を切り、26 年度からは 10 人未満となっている。 

 16-23年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

入学定員 40 25 25 25 15 15 15 

志願者数 ― 109 67 29 21 27  

合格者数 ― 40 26 11 10 33 16 

（未確定） 

入学者数 ― 23 20 8 4 8 12 

（未確定） 

 

（3）司法試験の合格状況 

※ 各年度の司法試験の合格率は,平成 22年度から 29年度までの間,平成 27年（全国平均

23.08％に対して本学は 11.11％）を除き,全国平均の割合の 2分の 1以上は維持している

ものの、23年度以降、全国平均の合格率に及ばない状況にある。 

  22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

受験者数 54 64 48 39 45 54 41 

合格者数 17 15 7 7 6 6 6 

合格率 

（全国平均） 

31.48％ 

（25.40） 

23.43％ 

（23.53） 

14.58％ 

（25.06） 

17.94% 

（26.77） 

13.33％ 

（22.58） 

11.11％ 

（23.08） 

14.63％ 

（22.95） 

 

（4）本研究科の修了者の進路及び活動状況 

本研究科の修了者のうち司法試験に合格した者の多くが弁護士となっており、平成 29年

1 月 23 日現在で、都道府県弁護士登録者数 80 名（司法試験合格者数は 88 名）で、北陸三

県弁護士会の所属弁護士となった者は 40名、それ以外で、東京・愛知・京都・大阪・福岡

等の大都市圏 17 名を除くと、その多くが「地域に根ざした法曹」となって活躍している。 

 

Ⅲ 法学類（金沢大学人間社会学域法学類←旧法学部）の現状 

（1）法学類入学者の出身地（入学定員 170 名） 

地域 人数 割合 

北海道・東北 9 人 5.2％ 

関東・甲信越 30 人 17.6％ 
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北陸 81 人 47.6％ 

東海 47 人 27.6％ 

近畿 3 人 1.7％ 

（2016 年度入学者） 

法学類の学生の約半分は、北陸三県の出身者で占められ、次いで東海地区、関東・甲信越

地区の順となっており、この傾向は継続している。 

 

（2）法学類の理念・目標 

理念・目標 現代社会に対して幅広い関心を持ち、より良い社会の実現のために法的、政策的な

観点から問題の解決策を導き出せる人材を育成することです。 

教育目的 ●現実の社会に潜む課題に、法的・政策的な観点から対応できる能力を育成すること

を目指します。 

● 現代社会のルールとその適用、公共的課題に取り組むための総合的判断力を涵養す

ることを目指します。 

● 現実の社会と学問の間をつなぎ、学生が将来の進路設計に向けて準備をする機会を

提供することを目指します。 

 

（3）コース編成 

コース ※ 各コースの所属人数の設定はなく、3 年からのコース配属になる。 

公共法政策コ

ース 

理念・目標 「公共法政策コース」は、国や地方自治体、ＮＰＯ等における政策過

程に参画する能力を備えた人材を養成することを理念としています。 

具体的には、行政過程の法化、法政策課題の増加、政策提言・政策評

価の要請拡大に対応するため、高度に専門化した行政現象を的確に把

握・分析する能力と、問題解決に向けた法的思考能力を養うことを目

指しています。 

教育目標 国や地方自治体、ＮＰＯ等の公的任務に携わる者として必要な、問題

発見能力・問題解決能力を育成・向上させることを教育目標としてい

ます。 

法律や政治・政策学に関する基礎的な知識をバランスよく修得するこ

とはもちろん、「公共性」についての理解を深めることによって、行政

現象の背後にある価値対立に対する洞察力を涵養することも目指して

います。 

教育内容 「公共法政策コース」を選択した学生は、2年次までに憲法や行政法、

公共政策論といった基本科目の履修を通じて修得した法的・政策的思

考を前提に、行政活動に伴って生じる様々な問題を取り扱うコア科目

を中心に学びます。 
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コア科目には、例えば、社会保障法、税財政法、政策過程論、計量分

析といった科目があり、個別のテーマに沿ってより専門的な知識を学

びます。 

企業関係法コ

ース 

理念・目標 「企業関係法コース」では、企業の活動から生じる問題を法的な視点

から分析するための知識と、そのあるべき解決方法を自ら考え、提示

できるための能力を身につけることを目指します。 

教育目標 企業法務の現場で活躍する人材に求められる、問題発見能力、問題解

決能力を育成・向上させることを教育目標としています。 

企業活動から生じる法的問題に対処するためのルールがどのようにな

っているかを知ることはもちろん、それを前提にして、未解決の問題

を自ら法的に考え、解決する能力を養うことも目指しています。 

教育内容 企業活動にともなって生じるさまざまな問題に対処するコア科目を中

心に学びます。 

例えば、(1)企業組織、取引活動に関する法（会社法、手形・小切手法、

経済法など）、（2）企業とそこで働く人に関する法（雇用関係法など）、

（3）企業の国際的取引に関する法（国際取引法、国際私法など）、（4）

企業活動に伴って生じる紛争解決に関する法（民事訴訟法など）があ

ります。 

また、企業活動という枠を超えて他の法分野とも関連が深い科目もあ

ります（税財政法、社会保障法、知的財産法など）。 

総合法学コー

ス 

理念・目標 「総合法学コース」は、金沢大学をはじめ全国の法科大学院または法

学系大学院への進学を目指す学生のためのコースです。このコースは、

大学院に進もうとする学生が学士課程の 4 年間で法学の基礎を学び、

また大学院でのさらなる勉学のための基礎的能力をも修得するような

カリキュラムを提供します。 

教育目標 法科大学院へ進学し、その後司法試験を経て法曹（裁判官・検察官・

弁護士）または大学の研究者になることを目指す学生や、法学系大学

院に進学して基礎法学（法哲学・法制史・外国法など）を専攻するこ

とを予定している学生を対象とします。そのため、法律学の基本科目

に重点を置き、大学院での発展科目の学習・専門研究への接続を重視

した教育を行います。 

教育内容 法科大学院への進学を希望する学生は、判例の読解・分析能力を向上

させるための「判例研究」で教員の個別指導を受けるとともに、新設

される「総合法学演習」で法科大学院未修者（3年）コースの初年次に

学ぶ内容をしっかりと身につけ、法科大学院の既修者（2 年）コース

入学を目指します。法学系大学院進学を希望する学生は、基礎的な研
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究能力を身につけるために教員の個別指導の下で卒業論文を執筆しま

す。 

 

 ＜コース別選択状況＞ 

入学年度 公共法政策コース 企業関係法コース 総合法学コース 

2012 年 112 名 39 名 32 名 

2013 年 117 名 36 名 26 名 

2014 年 112 名 44 名 23 名 

※ 公共法政策コースと企業関係コースは学生の志望どおりに所属コースが決定されるが、

総合法学コースを志望する者については、一定の制約がある。 

①コース選択時における成績が GPA 値で 2.0 以上であること。 

②少人数教育のために、志望者が 30 名を超過した場合には、上記の GPA 値及び面接

により、選考を行うことがある。 

 

（4）法学類学生の進路 

※ 平成 27 年度卒業生の就職先状況としては、官公庁 40．7％、民間企業 37.2％、 

進学 7％、その他 15％となっている。 

 法学系の大学院は、平成 17 年までは、修士課程のみの法学研究科があり、平成 18 年

に、法学研究科、文学研究科、経済学研究科及び社会環境科学研究科を改組して、人間社

会環境研究科（前期課程・後期課程）に改組した。 

  法科大学院の設置後、人間社会環境研究科の法学系の専攻に進学する学生は、著しく

減少し、進学者の一部は法科大学院（本学以外の法科大学院も含む）に入学したが、研

究者を目指して大学院に進学する学生は激減した。 

年度 専攻 募集人員 志願者 受験者 合格者 入学者 

平成 17 年 法律学・政策学 15 27 26 13 12 

平成 16 年 法律学・政策学 15 23 23 11 9 

平成 15 年 法律学 15 37 34 13 12 

公共システム 5 9 9 6 6 

平成 14 年 法律学 15 40 35 13 11 

公共システム 5 11 10 7 5 

平成 13 年 法律学 15 35 32 14 12 

公共システム 5 10 10 6 6 
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<法学部卒業生大学院進学先> 

卒業年

度 

学科 金沢大学大学院 他大学大学院 合計 

法学研

究科 

法務研

究科 

その他 法科大

学院 

その他 不明  

平成 16

年 

法学科 6 2 1 8 4  21 

公共シス

テム学科 

1    1   

合計 7 2 1 8 5 0 23 

平成 15

年度 

法学科 4 4  3  3 14 

公共シス

テム学科 

    2  2 

合計 4 4 0 3 2 3 16 

平成 14

年度 

法学科 11    2  13 

公共シス

テム学科 

3      3 

合計 14  0  2 0 16 

 

 

卒業年度  28 年度 27 年度 27 年度 25 年度 24 年度 23 年度 

法科大学院 

 

金沢大学 5（2） 2 1 1 3 5 

上記以外 5 5 9 5 2 4 

法科大学院

合計 

10（2） 7 10 6 5 9 

法科大学院 

以外の大学院 

 1 3 5 6 7（1） 2 

進学者合計  11（2） 10 15 12 12（1） 11 

注：（ ）内の数字は、早期卒業者数を意味する。 

Ⅳ 金沢大学における法科大学院と法学部（法学類）との連携状況 

※ 現在、法務研究科と法学類では、両者の連携会議を定期的に実施して、法学類の学生が

法科大学院に進学するための支援を行っている。また平成 28年度からは、大学本部（教

育担当理事が法務研究科強化？担当理事となった）との間でも会議を設置して、法務研究

科長・法学類長等が構成員となって法務研究科への支援策を三者間で協議している。 

 

（1）法務研究科専任教員による法学類の六法系主要科目の担当、逆に法学類専任教員 

による法務研究科の「基礎法学・隣接科目群科目」（例えば、法理学・西洋法の歴史・

英米法・刑事政策・地方自治の現状と課題・公共政策論）、「展開・先端科目群科目」（租
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税法・国際法適用論・社会保障法・経済法・国際私法・国際取引法）の担当 

（2）法学類総合法学コースの「総合法学演習」の授業担当 

   演習科目は、「総合法学演習」「判例研究」「卒業論文」の合計 14単位のうちから 6単

位の選択必修となっており、「総合法学演習」では、法科大学院への進学を志望する学

生を主な対象として、法科大学院で行われている授業形態を実際に体験する場として、

法務研究科専任教員がオムニバスで授業を担当し、学類生の進学へのモチベーション

を高め、進学後の法科大学院での学習が円滑に進められるように努めている。 

（3）法学類が実施する 1年生向けのオリエンテーションにおいて、法務研究科実務家教員

（弁護士）による「法曹」についての説明を 15分程度実施。 

（4）法学類・法務研究科会議へのオブザーバー参加 

（5）法学類の履修ガイドには、法科大学院進学のための情報提供が詳細になされている。 

 

Ⅴ 今後の課題 

（1）北陸における法曹養成の拠点の確保と維持 

（2）法律専門科目の実施のみならず、院生の法的価値判断を醸成する多様な科目の配置と

当該科目の授業の実施体制を継続的に維持すること。 

（3）院生の学習環境の確保はもちろんであるが、その経済的負担を軽減するための方策、 

  例えば、給付型の奨学金制度、長期履修のための授業料負担の軽減（2 年または 3 年間

の授業料負担を上限とするなど）、低額の学生宿舎の確保すること。 

（4）本学の法科大学院は、法学研究者養成を教育目的としておらず、教員構成上、それを

カリキュラムに組み込むことは事実上困難であり、また現時点では、法務研究科は独立

した研究科組織として、研究者養成を担う人間社会環境研究科の法学・政治学専攻との

連携体制はない。  

今後学生の志望や進路変更に円滑に対応できる転研究科や科目の履修についての連

携体制の構築が必要であること。 



 

 

 

 

 

 

 

 

８．中央大学 

 

 

 

 

 

 

 

（説明者） 

中央大学法学部長 中島 康予 教授 





中
央
大
学
法
学
部
に
お
け
る
法
学
部

教
育
の
現
状
と
法
科
大
学
院
と
の

接
続
・連
携
に
つ
い
て 中
央
大
学
法
学
部
長

中
島

康
予

２
０
１
７
月
３
月
３
０
日

法
科
大
学
院
等
特
別
委
員
会



◇
２
０
１
４
年
に
法
律
学
科
・政
治
学
科
に
つ
い
て
は
、
卒
業
後
の
進
路
を
見
据

え
た
コ
ー
ス
制
を
採
用
。
そ
れ
ぞ
れ
の
学
科
に
関
す
る
専
門
科
目
を
基
本
科
目
、

コ
ー
ス
科
目
（基
幹
科
目
、
共
通
科
目
、
展
開
科
目
）
、
自
由
選
択
科
目
に
分
類

し
、
全
体
を
基
本
か
ら
基
幹
へ
（政
治
学
科
は
共
通
か
ら
基
幹
へ
）、
基
幹
か
ら

展
開
へ
と
体
系
的
に
配
置
。
ま
た
、
学
生
を
主
体
的
な
学
修
へ
と
誘
う
た
め
、

小
規
模
か
つ
双
方
向
の
授
業
科
目
を
充
実
さ
せ
て
い
る
。

◇
２
０
１
５
年
に
国
際
企
業
関
係
法
学
科
に
お
い
て
、
導
入
基
礎
か
ら
基
幹
へ
、

基
幹
か
ら
発
展
へ
と
、
体
系
的
な
科
目
を
配
置
。
加
え
て
、
基
幹
科
目
に
お
い

て
は
、
国
家
相
互
間
の
関
係
を
対
象
と
す
る
国
際
法
学
を
中
心
と
す
る
学
修
と
、

企
業
活
動
の
国
際
的
側
面
を
対
象
と
す
る
国
際
民
事
法
学
を
中
心
と
す
る

学
修
と
を
、
そ
れ
ぞ
れ
体
系
的
に
履
修
で
き
る
よ
う
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
設
計
。

さ
ら
に
、
少
人
数
で
き
め
細
や
か
な
教
育
を
維
持
し
、
学
生
の
自
主
性
を
育
て

る
新
し
い
学
び
を
実
現
し
て
い
る
。

１
．
法
学
部
の
教
育
体
制

・カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
概
要

2



■
法
律
学
科

法
曹

コ
ー
ス

憲
法
、
民
法
、
刑
法
、
民
事
訴
訟
法
、
刑
事
訴
訟
法
、

商
法
、
行
政
法
を
中
心
に
学
ぶ
。

法
曹

（
法
科
大
学
院
）

公
共
法
務

コ
ー
ス

基
本
的
な
法
律
科
目
（
憲
・
民
・
刑
・行
政
法
）
等
に
加
え
、

経
済
系
や
政
治
系
の
分
野
に
つ
い
て
学
ぶ
。

公
務
員

企
業

コ
ー
ス

主
に
ビ
ジ
ネ
ス
の
世
界
で
重
要
と
な
る
民
法
、
会
社
法
、

労
働
法
、
環
境
法
、
知
的
財
産
法
や
、
必
要
が
高
ま
っ

て
い
る
ア
ジ
ア
法
等
を
中
心
に
学
ぶ
。

民
間
企
業

コ
ー
ス
名

内
容

進
路
イ
メ
ー
ジ

3



■
国
際
企
業
関
係
法
学
科

国
際
企
業

関
係
法
学
科

交
流
力

論
理

分
析
力

立
案
・

提
案
力

継
続
的
な
外
国
語
学
習
に
よ
る

語
学
力
を
基
盤
と
す
る

他
者
と
の
相
互
理
解
の
構
築

現
代
国
際
社
会
の
分
析
・理
解
・

受
容
を
め
ざ
す
実
学
と
し
て
の

法
律
・経
済
の
素
養
と
知
識

問
題
の
発
見
・
積
極
的
な

問
題
解
決
の
提
示
を
可
能

に
す
る
創
造
力
と
発
信
力

◇
２
０
１
５
年
度
よ
り
ア
ク
テ
ィ
ブ
・ラ
ー
ニ
ン
グ
科
目
（
「
現
代
社
会
分

析
」・
「グ
ロ
ー
バ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
講
座
」）
な
ど
を
新
設
し
、
学
生
の

主
体
的
な
学
び
を
促
す
。

4



政
策
学
、
社
会
保
障
法
、
環
境
法
、
労
働
法
等
、
公
共

政
策
に
関
す
る
科
目
と
そ
れ
を
司
る
法
に
つ
い
て
学
ぶ
。

公
務
員

地
域
創
造

コ
ー
ス

地
域
発
展
に
寄
与
す
る
た
め
に
役
立
つ
地
方
政
府
論
、

地
域
政
治
論
、
都
市
政
策
論
、
ま
ち
づ
く
り
論
等
を
中
心

に
学
ぶ
。

地
方
公
務
員
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

ビ
ジ
ネ
ス

国
際
政
治
情
勢
を
理
解
す
る
の
に
不
可
欠
な
国
際
政

治
史
、
E
U
政
治
論
、
国
際
開
発
論
、
海
外
の
地
域
研
究

等
を
幅
広
く
学
ぶ
。

民
間
企
業
、

国
際
公
務
員

■
政
治
学
科

公
共
政
策

コ
ー
ス

国
際
政
治

コ
ー
ス

メ
デ
ィ
ア
関
連
企
業
に
進
む
た
め
に
必
要
な
ジ
ャ
ー
ナ
リ

ズ
ム
論
、
メ
デ
ィ
ア
政
策
論
、
広
報
・
広
告
論
、
情
報
政

治
学
等
を
中
心
に
学
ぶ
。

マ
ス
コ
ミ
、

情
報
産
業

メ
デ
ィ
ア

政
治

コ
ー
ス

コ
ー
ス
名

内
容

進
路
イ
メ
ー
ジ
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◇
３
学
科
（
法
律
・
政
治
・
国
際
企
業
関
係
法
）
を
設
置
し
、
学
生
の
多
種
多
様
な
ニ
ー
ズ

に
応
え
、
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
や
学
問
的
関
心
に
応
じ
た
幅
広
い
選
択
が
可
能
な
履
修

シ
ス
テ
ム
を
用
意
。

●
導
入
演
習
（
法
律
学
科
・政
治
学
科
共
通
）・
法
学
基
礎
演
習
Ａ
（国
際
企
業
関
係
法
学
科
）

少
人
数
ゼ
ミ
で
ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
ス
キ
ル
を
身
に
つ
け
る
（原
則
、
専
任
教
員
が
講
座
を
担
当
す
る
）
。

●
大
学
と
社
会
（
法
律
学
科
・政
治
学
科
共
通
）

大
学
で
の
学
修
と
社
会
で
働
く
こ
と
を
つ
な
ぐ
。

●
法
曹
論
、
法
曹
演
習
（
法
律
学
科
）

現
役
の
法
曹
（弁
護
士
・健
治
・裁
判
官
）に
よ
る
授
業
。
現
実
の
法
曹
の
世
界
を
知
る
。

●
自
治
型
社
会
の
課
題
（
全
学
科
）

現
役
公
務
員
に
よ
る
授
業
。
地
方
自
治
の
あ
り
方
を
考
え
る
。

●
現
代
社
会
と
新
聞
（
全
学
科
）

現
役
新
聞
記
者
に
よ
る
授
業
。
新
聞
の
社
会
的
役
割
を
知
る
。

１
年
次

コ
ー
ス
選
択

●
法
学
基
礎
演
習
Ｂ
（
国
際
企
業
関
係
法
学
科
）

法
律
学
の
学
修
上
必
要
と
さ
れ
る
基
礎
力
を
身
に
つ
け
る
（原
則
、
専
任
教
員
が
講
座
を
担
当
す
る
）。

●
実
定
法
基
礎
演
習
（法
律
学
科
）

少
人
数
ゼ
ミ
で
、
基
本
書
を
読
み
込
み
、
具
体
的
な
事
例
の
検
討
を
通
じ
て
、
憲
法
、
民
法
、
刑
法
の
基
礎
力
を
向
上
さ
せ
る
。

●
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（全
学
科
）

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
・イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
と
し
て
、
４
つ
の
分
野
（国
際
、
行
政
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・Ｎ
Ｇ
Ｏ
、
法
務
）か
ら
開
講
。
事
前
の
講
義
に

加
え
て
、
夏
季
休
暇
中
の
実
習
に
よ
り
、
関
連
す
る
分
野
の
科
目
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・ス
キ
ル
を
身
に
つ
け
る
。

２
年
次

●
実
定
法
特
講
（法
律
学
科
）

判
例
を
読
む
こ
と
で
、
具
体
的
な
事
実
に
即
し
た
法
律
の
解
釈
を
学
ぶ
。

●
法
曹
特
講
（法
律
学
科
）

弁
護
士
よ
り
実
践
的
な
指
導
を
受
け
る
こ
と
で
、
問
題
点
の
抽
出
、
分
析
、
論
文
作
成
の
技
術
的
能
力
の
向
上
を
図
る
。

●
専
門
演
習
（全
学
科
）

少
人
数
ゼ
ミ
で
、
専
門
学
修
を
行
う
。

３
・
４

年
次

6



ね
ら
い
：
法
曹
の
実
務
を
知
る

～
現
役
法
曹
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
を
提
示
～

・
１
年
次

◇
法
曹
論
（
春
学
期
２
講
座
開
講
）

法
曹
実
務
家
（弁
護
士
、
検
事
、
裁
判
官
）の
実
体
験
を
交
え
た
講
義
を

通
じ
、
法
曹
実
務
家
と
い
う
仕
事
へ
の
興
味
、
そ
の
社
会
で
果
た
す
べ
き

役
割
を
考
え
る
。

◇
法
曹
演
習
（
秋
学
期
３
０
講
座
開
講
）

本
学
出
身
の
弁
護
士
が
担
当
し
、
少
人
数
ゼ
ミ
形
式
で
実
施
。

法
を
運
用
（「
読
み
」「
書
き
」「
話
す
」）
す
る
能
力
を
身
に
つ
け
る
。

２
．
法
学
部
に
お
け
る
法
曹
志
望
者
へ
の
教
育
内
容
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ね
ら
い
：
実
践
的
な
法
律
運
用
能
力
を
養
う

・
２
年
次

◇
実
定
法
基
礎
演
習
（
春
学
期
・
秋
学
期
各
１
１
講
座
開
講
）

・３
・
４
年
次

◇
法
律
専
門
職
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
春
学
期
・
秋
学
期
各
１
２
講
座
開
講
）

判
例
を
読
み
、
事
実
に
即
し
た
法
律
の
解
釈
を
学
び
、
弁
護
士
か
ら

実
践
的
な
観
点
に
基
づ
い
た
指
導
を
受
け
る
。
問
題
点
の
抽
出
、
分
析
、

論
文
作
成
の
技
術
的
向
上
を
図
る
。

◇
七
法
特
講
（
春
学
期
・
秋
学
期
各
１
０
講
座
開
講
）

基
本
七
法
（憲
・民
・刑
・
商
・民
訴
・刑
訴
・行
政
法
）に
つ
い
て
、
重
要

論
点
を
巡
る
判
例
・学
説
を
掘
り
下
げ
て
発
展
的
に
学
修
す
る
。

基
本
書
を
読
み
込
み
具
体
的
な
事
案
を
検
討
す
る
こ
と
で
、
憲
法
・

民
法
・刑
法
の
基
礎
力
を
向
上
さ
せ
る
。

8



法
学
部
に
お
け
る

法
学
教
育

法
職
講
座
に
お

け
る
各
種
講
座
・

ゼ
ミ

法
職
多
摩
研
究

室
・
学
研
連
研
究

室
に
お
け
る
自
学

自
習

正
課

課
外
（法
職
）

法
科
大
学
院
進
学

/司
法
試
験
予
備
試
験
合
格

３
．
中
央
大
学
に
お
け
る
法
曹
養
成
の
仕
組
み

9



・
法
職
講
座

◇
法
曹
を
め
ざ
す
学
生
の
学
修
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
の
課
外
講
座

で
あ
り
、
本
学
の
専
任
教
員
と
本
学
卒
業
生
の
弁
護
士
が
講
座
を

担
当
。

【
正
課
外
】

◇
多
摩
キ
ャ
ン
パ
ス
内
の
学
生
研
究
棟
（通
称
：炎
の
塔
）
を
拠
点
と
し
、

学
生
は
「法
職
多
摩
研
究
室
」や
「学
研
連
等
研
究
室
」に
所
属
。

◇
専
用
の
自
習
席
・ロ
ッ
カ
ー
が
貸
与
さ
れ
、
少
人
数
ゼ
ミ
や
答
案
添

削
、
個
人
指
導
等
に
よ
る
徹
底
し
た
指
導
を
実
施
。

◇
学
研
連
等
研
究
室
は
、
学
生
主
体
で
組
織
さ
れ
、
１
１
の
研
究
室
が

存
在
し
各
研
究
室
が
そ
れ
ぞ
れ
独
自
の
運
営
を
行
っ
て
い
る
。

１
９
２
０
年
代
・３
０
年
代
か
ら
の
長
い
歴
史
と
伝
統
が
あ
り
、
法
曹
界

で
活
躍
す
る
卒
業
生
を
多
数
輩
出
。

1
0



４
．
卒
業
後
の
進
路
状
況

◇
法
科
大
学
院
に
進
学
し
た
学
生
の
割
合
に
つ
い
て
、
過
去
３
年
間
の

平
均
で
は
法
律
学
科
は
２
１
％
程
度
、
国
際
企
業
関
係
法
学
科
は

９
％
程
度
、
政
治
学
科
は
４
％
程
度
と
な
っ
て
い
る
。

◇
法
曹
以
外
の
進
路
に
進
学
し
た
学
生
の
割
合
に
つ
い
て
、
各
学
科
に

共
通
し
て
、
民
間
企
業
が
最
も
高
い
割
合
と
な
っ
て
い
る
が
、
公
務
員

の
割
合
が
高
い
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。

1
1



◇
政
治
学
科

◇
法
律
学
科

企
業
（
含
む

自
営
）

公
務
員

大
学
院

法
科
大
学

院
そ
の
他
進

学
留
学

２
０
１
４

7
1
.0
%

2
1
.4
%

2
.7
%

3
.7
%

0
.6
%

0
.6
%

２
０
１
５

7
0
.0
%

2
1
.6
%

1
.8
%

4
.5
%

1
.5
%

0
.6
%

２
０
１
６

7
1
.8
%

2
1
.4
%

1
.1
%

4
.1
%

1
.6
%

0
.6
%

企
業
（
含
む

自
営
）

公
務
員

大
学
院

法
科
大
学

院
そ
の
他
進

学
留
学

２
０
１
４

7
6
.6
%

1
2
.8
%

3
.5
%

6
.4
%

0
.0
%

0
.7
%

２
０
１
５

8
0
.2
%

7
.9
%

2
.4
%

8
.7
%

0
.0
%

0
.8
%

２
０
１
６

7
4
.9
%

8
.2
%

2
.5
%

1
1
.3
%

2
.5
%

0
.6
%

企
業
（
含
む

自
営
）

公
務
員

大
学
院

法
科
大
学

院
そ
の
他
進

学
留
学

２
０
１
４

5
7
.7
%

1
8
.7
%

2
.3
%

2
0
.1
%

0
.4
%

0
.8
%

２
０
１
５

5
1
.7
%

2
2
.4
%

1
.8
%

2
3
.1
%

0
.5
%

0
.5
%

２
０
１
６

5
6
.3
%

2
1
.6
%

1
.3
%

1
9
.9
%

0
.4
%

0
.5
%

◇
国
際
企
業
関
係
法
学
科

1
2



５
．
法
科
大
学
院
と
の
接
続
・連
携
に
つ
い
て

・
早
期
卒
業
制
度

本
制
度
は
、
優
秀
な
学
生
が
大
学
院
に
進
学
し
、
そ
の
能
力
お
よ
び
適
性
を
よ
り
一

層
に
伸
ば
せ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
ま
た
既
存
の
大
学
院
に
お
け
る
研
究
者
養
成
に

応
え
、
法
科
大
学
院
、
ア
カ
ウ
ン
テ
ィ
ン
グ
ス
ク
ー
ル
等
に
お
け
る
高
度
専
門
職
業
人

養
成
教
育
に
対
す
る
社
会
的
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
に
導
入
。

◇
卒
業
に
必
要
な
単
位
（１
２
４
単
位
）を
優
秀
な
成
績
（G
P
A
）
で
修
得

し
、
か
つ
大
学
院
に
進
学
す
る
こ
と
を
条
件
に
、
在
籍
期
間
３
年
で

卒
業
可
能
。

◇
３
年
次
の
年
間
最
高
履
修
単
位
を
緩
和
し
、
４
年
次
配
当
科
目
の

履
修
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
個
別
指
導
。

◇
選
考
は
書
類
審
査
に
加
え
、
面
接
審
査
を
実
施
。
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【
現
状
】

・
教
員
の
相
互
乗
り
入
れ

・
法
科
大
学
院
の
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
学
部
（
専
門
演

習
）
で
の
活
用

・
総
合
学
園
と
し
て
の
と
り
く
み

◇
大
学
・附
属
高
等
学
校
・
中
学
校
間
の
連
携
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【
今
後
の
課
題
・
展
望
】

①
法
曹
へ
の
多
様
な
ル
ー
ト
の
維
持
・
展
開

②
研
究
者
（
後
継
者
）養
成

・
法
科
大
学
院
修
了
者
の
研
究
者
へ
の
道

・
大
学
院
法
学
研
究
科
博
士
前
期
課
程
に
お
け
る

実
務
系
基
礎
科
目
の
開
設

③
法
学
部
・
法
科
大
学
院
の
一
体
的
立
地
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